
 

３．４ 火山内部構造・状態把握技術の開発 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 課題 B 先端的な火山観測技術の開発 
サブテーマ４ 火山内部構造・状態把握技術の開発 
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(c) 業務の目的 

近い将来噴火する可能性が高いと思われる火山や、噴火した際に大きな災害になる可能

性の高い火山において機動的な観測や電磁気構造探査を実施し、取得したデータを解析し、

観測時点における火山活動度、及び火山直下での構造を明らかにする。それらのデータや

解析結果をデータベースとして保存するため本事業の課題 A の課題責任機関に提供する。

具体的には、霧島火山、箱根火山、倶多楽、三宅島、草津白根火山、蔵王火山、有珠火山、

伊豆大島、富士山、新潟焼山などの約 10 火山で、それぞれの火山の特質を考慮して、毎年

２火山程度をそれぞれの火山について約２年間の機動的な観測または電磁気構造探査を実

施して、各火山のその時点での火山内部状況を示す詳細な震源分布、地震活動、全磁力分

布、山体膨張等のうち可能なものいくつかの調査、または電磁気構造探査を実施して地下
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比抵抗３次元構造を明らかにする。これらの結果は、将来火山活動の変化が見られた時の

切迫性評価の基準となる。そのため、整理の終わった観測データや解析結果を本事業の課

題 A に提供し、広く活用を図る。また、機動的な観測や探査を実施する際には、火山研究

人材育成コンソーシアムと連携をはかり、次世代の火山観測研究の担い手をポストドクタ

ーとして雇用する他、大学院博士課程の学生で機動観測とそのデータ解析に参加を希望す

る若手人材をリサーチアシスタントとして受け入れ、現場教育も併せて行うように努める。 

 このような観測で得られたデータを即時的に解析するためのツールとして、地震計アレ

イデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性地震活動総合解析シ

ステム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムを開発する。これらのツ

ールは、個々の火山の特性や環境を無視した画一的な仕様では実用的なものとはならない。

そのため、色々な条件下（例えば、観測点の配置、観測点密度、地形）で実施する機動観

測で利用して改良を重ね、より広く利用できるツールの作成を事業期間中に目指す。 

 

(d) １０か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

最近、熱活動が見られる霧島山硫黄山の現状を把握するために、硫黄山周辺で地盤変

動観測、地震計アレイ観測、電磁気観測を実施し、地震活動、地下比抵抗構造、地盤変

動の圧力源の場所から、硫黄山浅部の地下の内部状況の把握に資するデータを取得し、

地下比抵抗構造と震源域の関係について予察的な結果を得た。 

観光地に近く、水蒸気噴火が発生すると大きな被害が予想されるにもかかわらず、地

下構造をはじめ、ほとんどの情報がない倶多楽において、水蒸気噴火の際に大きな影響

を与える熱水溜まりの位置の推定に有用な地下比抵抗構造の探査を、平成 29 年度に約

50 地点で実施する予定である。そのための準備として、観測予定点の用地交渉を行うと

共に、観測環境が悪いと予想される地点でノイズ調査を行った。また、現時点での地盤

変動、地震活動についても調査した。 

2015 年に小規模な水蒸気噴火が発生した箱根火山では、地盤変動の解析から深さ 8 ㎞

付近にマグマ溜まりが存在すると推定されている。しかし、これまで分解能が高い地震

波速度構造が推定されていないため、マグマや熱水の供給系についての情報が不足して

いる。そのため、箱根火山周辺に機動的に地震観測点を増設して、詳細な３次元地震波

速度構造を推定するための観測を開始した。 

平成 30-31 年度実施予定の三宅島及び平成 31-32 年度実施予定の草津白根火山の機動

観測の準備を行った。 

本事業で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの開発を開始した。平成 28 年度は、上記のうち、地震計アレイデータ解析シ

ステムの開発を先行して進めた。 

本事業の本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ

代表者会議、本課題の進捗状況の確認及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテー
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マ推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に

必要な観測機材を計画的に整備した。 

 

2) 平成 29 年度： 

前年度に予備調査を実施した倶多楽の地下比抵抗構造の探査を実施した。探査領域は

登別温泉を含む東西約 15 ㎞、南北約 10 ㎞の範囲の 49 地点で探査を実施した。得られ

たデータを解析し、この地域の３次元地下比抵抗構造の推定を行い、予察的な結果を得

た。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根火山における機動観測を継続した。また、次年

度以降に予定されている三宅島と草津白根火山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

3) 平成 30 年度： 

三宅島では 2000 年噴火から 17 年以上が経過し、前回の噴火後に収縮していた山体も

2006 年以降は膨張に転じ、次期の噴火の準備が始まっている。また、現在も極めて規模

の小さな火山性地震が多数発生している。2000 年噴火前は山腹噴火が続いてきたが、

2000 年噴火により火道の状況が大きく変わったため、次の噴火様式の予想が困難である。

火道が開放されているときには、火口浅部で長周期地震の発生することが予想されるが、

火口近傍に広帯域地震計が設置されていないため、その詳細な活動は不明であった。三

宅島において長周期地震・微動活動の有無を確認するため、機動的に広帯域地震観測を

実施し、長周期地震活動のデータを取得した。また、これまでに取得した MT 観測データ

を整理し、地下比抵抗３次元構造の推定を試みた。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根火山における機動観測を継続し、データの解析

を進め、水蒸気噴火を引き起こす火山の地下構造を求めた。また、次年度以降予定され

ている草津白根火山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必
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要な観測機材を計画的に整備した。 

 

4) 平成 31（令和元）年度： 

草津白根火山湯釜では、平成 26 年３月以降火山活動が活発に推移し、水蒸気噴火の発

生が懸念されている。一方、平成 30 年１月にはこれまでそれほど活動が注目されていな

かった本白根山で水蒸気噴火が発生した。この火山では、火山全体の活動を支配してい

ると考えられる深部の構造が求められておらず地表への熱の供給源であるマグマ溜ま

りの位置も知られていないため、活動の今後の見通しを立てるための情報が不足してい

る。そのため、平成 30 年噴火後に急遽増設された観測網を維持して、詳細な地震活動や

地盤変動の情報を得るとともに、広域に MT 観測等を行うことにより深さ 10km 程度まで

の地下比抵抗構造を明らかにし、マグマ溜まりの位置の推定を目指した。同時に熱観測

等も実施した。 

前年度に引き続き三宅島における機動観測を継続した。三宅島では、広帯域地震観測

を継続した。昨年度の解析により、地震活動が予想以上に活発であり、浅部に集中して

いることから、山頂火口の火口縁に２点、中腹に１点観測点を追加して、地震活動を解

析した。平成 12 年の噴火以降の地下の構造、特に地下水分布の変化を調査するため、平

成 16 年に実施した MT 観測データを再解析し、地下比抵抗構造を推定した。最近の構造

を知るため、全島的な規模で新たに MT 観測を実施した。 

また、箱根火山、霧島火山での機動観測を継続し、それぞれ地下構造等の観測結果か

ら火山切迫性評価に資する知見を得るために解析を進めた。さらに、次年度予定されて

いる蔵王火山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進め、アルゴリズムの確定、プロトタイプの完成を目指した。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

5）令和２年度： 

蔵王火山では、約 3 万年前に馬の背カルデラが形成され、その後カルデラ内に発達し

た火口湖御釜および近傍の地熱地帯において断続的な火山活動が現在まで継続してい

る。有史以降も数十年間隔で水蒸気噴火や泥流が発生しており、降灰や酸性水による土

壌汚染等の災害を引き起こしてきた。2011 年東北地方太平洋沖地震以後、マグマ活動を

示唆する深さ 20～35km で発生する深部低周波地震の活動が活発化し、2013 年以降は浅

部における火山性地震・火山性微動や熱消磁の発生が認められている。機動的な広帯域

地震観測、地殻変動観測、電磁気観測等を実施して熱活動の詳細を明らかにし、地下の

流体供給路・破砕帯の分布から、想定される火口の位置を推定することを試みる。 
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前年度に引き続き草津白根火山における機動観測を継続する。また、次年度予定され

ている有珠火山での機動観測の準備を進める。また、活動が継続している霧島火山、箱

根火山、三宅島においても規模を縮小して観測・解析を継続する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連

続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続する。実データで利用し、実

用化に際しての問題点を明らかにする。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

6) 令和３年度： 

有珠火山では、平成 33 年度時点では前回の噴火から 20 年以上が経過し、次回の噴火

が近づいている時期にあたる。これまで有珠火山では噴火前に有感地震が多発し、地震

活動のピークを過ぎてから噴火が開始するという現象が何度か再現しているが、1910 年、

2000 年噴火のように山腹噴火の場合には地震発生から約３日後に噴火、山頂噴火した

1977 年では約１日後に噴火するなど同じ現象が繰り返すとは限らない。噴火前の地震活

動のメカニズムを解明することが、有珠火山の噴火切迫性評価に重要である。地震活動

を精密に調査するとともに、地下比抵抗構造を明らかにする。また、地震発生と相関が

ある地下からの火山ガス（土壌 CO2）放出量についても測定を行う。 

前年度に引き続き、蔵王火山での機動観測を継続する。また次年度予定されている伊

豆大島での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連

続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続する。実データで利用し、実

用化に際しての問題点を明らかにする。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観測機材

を計画的に整備する。 

 

7) 令和４年度： 

伊豆大島は前回の噴火から現時点で既に 30 年以上が経過し、平均的な噴火間隔（30～

40 年）に近づいている。火山性地震は山体膨張と極めて良い相関を持つという特徴があ

り、マグマ溜まりの状況把握と噴火切迫性を評価するために精度の高い地震活動の観測

は有用である。また、前回の噴火では噴火の約３ヶ月前から間欠的な火山性微動が発生
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し、その後連続微動となって噴火に至った。このようなことから、現在の状況及び将来

の噴火時の緊急観測に備えるため、広帯域の地震計アレイ観測を実施し、地震活動度の

時空間変化を捉え、火山内部の状態把握を行い、将来の噴火切迫度評価の際の基準とす

る。 

前年度に引き続き、有珠火山での機動観測を継続する。また、次年度に予定されてい

る富士山での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

8）令和５年度： 

富士山ではすでに各種観測が実施されているが、火山ガスの観測についてはあまり進

められていない。火山ガスの成分変化は噴火切迫性の評価に有効であると思われるが、

わが国ではそれほど実績がない。課題 B サブテーマ３「地球化学的観測技術の開発」で

開発予定の火山ガス観測システムを用いて火山ガス成分の変化を追跡するとともに、火

山ガス、温泉溶存ガスの分布と関連が深い富士山周辺の地下水分布を、広域に MT 観測を

実施し、地下比抵抗流体流動解析システムを用いて地下比抵抗構造を推定する。 

前年度に引き続き伊豆大島での機動観測を継続する。また、次年度予定されている新

潟焼山での機動観測の準備を行う。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

9) 令和６年度： 

新潟焼山は、小規模ながら 20 世紀に６回の噴火活動を経験している。2015 年末から

噴煙を高く上げるようになり、2016 年５月には 18 年ぶりに降灰も確認されるなど、活

動度が低い火山ではないと認識すべきである。近年は水蒸気噴火を繰り返しているが、

250 年前には住居地域へ到達する火砕流を噴出するなどの記録があり、マグマ噴火も懸

念されている。また、冬季には小規模な噴火によっても融雪型火山泥流により居住地域
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に被害を及ぼす可能性がある。しかし、自動車の通行できる道路がないなどアクセスが

悪いことから、これまで地質調査以外の調査・研究の対象はあまりなされていない。こ

のように、活動の実態がほとんど調査されていない火山は、噴火切迫度を評価するにし

ても基準がないので、その基準となる観測データを取得することが重要である。新潟焼

山の地下比抵抗構造を明らかにするため、MT 観測を実施する。また、広帯域地震観測も

並行して実施する。可能であれば空中磁気測量を行い、全磁力分布を明らかにする。 

前年度に引き続き、富士山での機動観測を継続する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの実用化に向けて、実用化のための開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造の探査に必要な観測機

材を計画的に整備する。 

 

10）令和７年度： 

前年度に引き続き、新潟焼山での機動観測、地下構造の探査を継続する。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールを実用化し、行政官庁、研究者コミュニティに公開する。 

本課題を総括するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会議、本

サブテーマ推進会議を開催し、事業の成果をまとめる。 

 

(e) 平成 31（令和元）年度業務目的 

火山噴火切迫性の評価に必要な火山内部構造と内部状態の把握のため、活動的な火

山において機動観測を着実に進め、切迫性評価の基準となる観測データを取得する。

また、切迫性評価に必要な情報を観測データから抽出するための解析するツールの開

発も行う。  

三宅島では、平成30年度から開始した広帯域地震機動観測を継続するとともに、既

存観測点や追加した観測点のデータから、将来の火山活動の切迫性評価の際の比較対

象となる現時点の三宅島の火山活動や地震活動に関する情報を抽出する。また、平成

12年噴火により、マグマ溜まりと火口を結ぶ火道の状態が大きく変化し、噴火の様式

に大きく影響を与える地下水の状況も変化したと考えられる。このことを考慮して、

MT探査を行い、噴火後の地下比抵抗構造の時間変化の推定を試みる。 

草津白根火山においては、平成30年１月の本白根山の水蒸気噴火を機に、湯釜の活

動以外も含めて全山的な活動の切迫性評価が重要な課題になっている。そのため、草

津白根火山周辺域にも強化した観測網を維持し、地震活動や地盤変動の状況を把握す
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る。また、広域かつより深部までの地下比抵抗構造を推定するために、MT探査を実施

する。 

蔵王火山では平成24年頃に起こった深部低周波地震活動の活発化以降、火山活動が

徐々に高まっており、噴火切迫性評価基準の検討が急がれる。令和２年度以降機動観

測を予定しており、広帯域地震観測の計画策定と観測候補地点の選定、MT探査のため

の観測候補点の選定と許認可手続き等の準備を実施した。 

霧島火山では、水蒸気噴火が発生した硫黄山付近の構造と地震活動から地下の状態を

把握する技術の開発を目指した研究をさらに推進する。箱根火山では、これまでの観測

データを整理し、より深部の地震波速度構造の推定を試みる。 

 本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを火山噴火切

迫性評価に利用するため、即時的なデータ解析を目指した地震計アレイデータ解析シス

テム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱

情報解析システム、地震波動場連続解析システムなどのツールの開発を継続して進める。

上記のうち、開発がほぼ終わった地震計アレイデータ解析システムは、試験運用を進め、

改良点を見つける。地下比抵抗・熱水流動解析システムでは、地下比抵抗構造を推定す

るための前処理支援ツール、３次元インバージョン解析手法の標準化を目指した開発、

比抵抗構造から火山の内部状態を推定するための熱水流動をシミュレーションの利用

を進める。他のシステムについては、基本設計を進め、後年度に経費をかけた開発を行

えるように準備を進める。 

本課題を円滑に推進するため、同一課題のサブテーマ代表者会議を開催し、サブテー

マ間の連携の強化を図る。本課題の参加者、研究協力者を集めたサブテーマ推進会議を

開催し、事業の進捗状況の把握、次年度以降の実施計画の詳細を検討する。本課題で行

う機動的観測や地下構造探査に必要な観測機材を計画的に整備する。令和元年度は、MT

観測装置用コイルを整備する。 
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(2) 平成 31（令和元）年度の成果 

(a) 業務の要約 

 火山噴火切迫性を評価するための基準となる現時点での火山活動や地下構造の調査を、

三宅島、草津白根火山、霧島火山及び箱根火山において実施した。三宅島では、詳細な震

源分布の推定、噴火後の地盤変動解析、地下比抵抗構造の推定を行い、地震活動と地下比

抵抗構造の関連や、前回の噴火から現在も活動している圧力源を火口南西方向に見出した。

草津白根火山では、広域のかつ深部までの地下比抵抗構造の推定を行い、水蒸気噴火で重

要な深部からの熱供給システムが解明されつつある。また、霧島火山、箱根火山ではこれ

までの観測データを用いて解析を進め、噴火切迫性評価に資する情報の獲得に努めている。 

観測現場において得られたデータから噴火切迫性の即時的な評価を支援する地震計ア

レイデータ解析システムは運用実験を行っている。地下比抵抗・熱水流動解析システムに

ついては、比抵抗探査データ構造を前処理する際に有用なツールをパッケージ化し、関連

研究者に提供を開始した。さらに、熱水流動と地盤変動等の観測データを総括的に評価す

るツールの開発を進めている。また、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析

システム、地震波動場連続解析システム等の各ツールの開発も継続した。 

本事業を包括的に推進するため、博士研究員の雇用やリサーチアシスタントの雇用を通

して、火山人材育成コンソーシアムと連携をはかった。また、本課題の成果普及を目指し、

これまでの成果を気象庁火山噴火予知連絡会で紹介し、気象庁職員と意見交換を行った。 

 

(b) 業務の成果 

 1)機動的な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握 

a)三宅島における機動観測 

ⅰ）三宅島火山の 2000 年噴火後から現在までの活動から得られる情報 

2000 年 6 月の三宅島火山の噴火では、6 月 26 日 18 時頃より地震活動が高まり 1）、

島内に設置された傾斜計や GPS 観測網で顕著な地盤変動が観測された 2）後、27 日には

北西沿岸で海底噴火が発生し 3）、震源が約 12 時間で島内から島外の北西方向に広が

り、10 月上旬までの約３か月間の期間、三宅島から神津島・新島を結ぶ長さ約 20 ㎞

の帯状の地域で活発な群発地震活動が見られた。海底地震計を用いた解析では、これ

らの震源がほぼ鉛直の長い面上に分布していることが明らかになった 4）。このような

分布と、群発地震活動と同時に GPS により観測された広域の地盤変動から、大規模な

ダイク貫入が起こったと推定された 5)6）。さらに精密な震源分布を推定することによ

り、このダイクを形成したマグマは三宅島直下のマグマ溜まりから直接供給されたの

ではなく、群発地震域下の少なくとも下部地殻より深い領域から供給されたことが明

らかになり 7）、この噴火では大規模なマグマ活動があったことが明らかになっている。 

島外での活発な群発地震活動の最中に、三宅島では山頂が陥没する現象が起こった

8）。山頂陥没は、７月 6 日から 7 月 10 日までの期間、長周期の地震動を伴い、徐々に

陥没が進んだ 9)。また、山頂陥没に先行して、山頂南西部を圧力源とする長周期震動

が発生した。噴火初期に三宅島島内の地震活動が山頂から南西に延び、その後北西に

方向転換して島外に進展していったことと関連し、この領域には噴火活動に大きくか
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かわるマグマ供給系が存在していた可能性が示唆されている 10）11）。 

山頂陥没の後は、二酸化硫黄を中心とする火山ガスの放出がその後 10 数年にわた

って継続した。大量の火山ガスの放出は、より深部からマグマ溜まりに供給された新

鮮なマグマから、減圧により放出された揮発性成分（火山ガス）が山頂陥没により大

きく開いた火道を通じて火口から大量に放出されると同時に、揮発性成分を放出した

マグマが密度を増し、再度深部に戻ることにより新鮮なマグマと入れ替わるというマ

グマ循環が長い期間継続していたと考えられている 12）。 

このようなことから、2000 年三宅島噴火は、三宅島だけでなく神津島・新島を含む

この領域の地下深部の大規模なマグマ供給系が深く関与していると考えられる。一方、

それ以前の噴火は、規模の小さな山腹割れ目噴火が主体で、島外に範囲が及ぶ大規模

なダイク貫入が発生したという根拠もないため、2000 年噴火とは異なる機構で噴火し

たとも考えられ、今後はどちらの噴火様式になるかわからない。 

次回の三宅島噴火の際には、どのような先駆現象からどのような活動に発展するか

は、2000 年噴火後から現在までの火山活動の状態を理解することが重要であり、その

情報から次回の三宅島噴火の切迫性評価のヒントが得られるものと期待される。ここ

では、噴火後から現在までの地震及び地盤変動の推移を調査・解析した結果を示す。 

三宅島では、2000 年噴火後の 2006 年頃まで山体は収縮し（図１,(d)）、１日あたり

数千トンの二酸化硫黄ガスの放出が続いていた。その後、山体膨張に転じ、同時にガ

図１. 三宅火山 2000 年噴火以降の活動。第 145 回火山噴火予知連絡会気象庁資料を

加工。(a)二酸化硫黄ガス放出量、(b)高周波地震の日回数、(c)やや低周波地震の日

回数、(d)GNSS 基線長距離変化（神着‐新澪池跡）。 
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ス放出量が日量千トン程度まで低下した。その後、山体膨張が続くと同時に、火山ガ

ス放出量が徐々に減少し、現在に至っている。2006 年以降は、山体膨張と火山ガス放

出量が減少しているが、細かく見ると 2015 年末～2016 年半ばまでの期間、基線長距

図 2. 三宅島島内の各機関の GNSS
観測点分布。赤は国土地理院、緑は

気象庁、青は防災科技研の観測点を

示す。図中の(1)～(6)は図 3 に示す

基線長変化図を示す観測点組み合

わせ。  

図 3. 三宅島島内の GNSS 観測点の基線長変化の例。図 2 で示した(1)～(6)の基線につい

て 2013 年 5 月から 2019 年 12 月まで。いくつかの基線で、2015 年末から 2016 年半ばにか

けて基線長伸長の加速が顕著に見られる。 
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離の伸長がわずかに加速した様子が見られる。また、それに同期して火山ガス放出量

が急激に低下している。 

図 4. 2015 年 12 月～2016 年 6 月の GNSS 観測による三宅島の変位速度（年換算）。 

左：水平変位速度、右：垂直変位速度。 

図 5. 2016 年 7 月～2019 年 2 月の GNSS 観測による三宅島の変位速度（年換算）。 

左：水平変位速度、右：垂直変位速度。 
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これを詳しく解析するため、三宅島島内にある気象庁、国土地理院、防災科学技術

研究所が設置している GNSS 観測点の生データ（RINEX データ）の提供を受け、三宅島

周辺広域の観測点も加えて BERNESE5.2 を用いて再解析した。図 2 に三宅島の GNSS 観

測点の分布を、図 3 に再解析結果の一部として、図 2 で示した 6 基線の基線長変化を

示す。この図からも 2015 年末から 2016 年半ばまでの期間は(1)、(2)、(3)及び(5)の

基線長距離の伸長の加速が見られ、特に(2)と(3)の基線で顕著に見られる。この期間

の変位の原因を探るため、変位の空間分布を求めた。三宅島に限らず日本の火山の地

盤変動を推定する際には、日本周辺でのプレート運動の影響を考慮する必要がある。

ここでは、三宅島島内の火山活動を起源とする局所的な変位量を推定するため、島内

観測点の平均値が不動であると仮定して、島内の各観測点の変位を推定した。 

図 4 に伸長速度が増加した 2015 年末から 2016 年半ばまでの期間の変位速度分布

を、また比較のためにそれ以降のものを図 5 に示した。図 4 の期間の変位速度は、図

5 の期間に比べ、水平成分で数倍、垂直成分で 10 倍程度大きい。また、図 4 の期間で

は、変位速度分布に局所性が顕著に見られる。水平変位速度が放射状であることから、

三宅島の地下で増圧を引き起こす現象が起こったと類推され、さらに垂直変位速度の

分布から三宅島南西部に力源があったと推定される。 

三宅島の南西部は、2000 年噴火の際に、噴火初期の震源分布の広がる方向が山頂か

ら始まり南西方向に広がっていたものが北西方向に急変した場所であることや、噴火

直後の地盤変動データからこの周辺で走向の異なるダイクが交わっているモデルが提

唱されていること、さらに７月上旬に発生していた超長周期震動の力源がこの周辺に

存在している場所であり、2000 年噴火の際に何らかの大きな役割を果たした場所であ

ると考えられる。噴火後 15 年以上経過した 2016 年前半において、火山ガス放出の急

減に同期して、この周辺で増圧があったことは、今後の三宅島の活動を考慮するうえ

で重要な情報である。これについては、次節で考察する。 

 

ⅱ）三宅島における地震機動観測 

現在の三宅島における地震活動を詳しく評価する前に、少し長期間での地震活動が

どのように変化してきたかを知ることは、現在の活動を評価するうえで重要である。

そこで、三宅島島内の各機関の観測点の初動読み取り値が記載されている気象庁の検

測カタログを利用し、本プロジェクトでの解析で用いた速度構造を用いて震源を再決

定した。その際、観測点補正も考慮した。再解析期間は、気象庁の観測システムが現

在のものとほぼ同じになった 2010 年 9 月から 2019 年 8 月までの 9 年間であり、その

期間に 1541 個の地震の検測値がカタログに掲載されている。再決定した震源の分布

を図 6 に示した。地震は少なくとも現在から過去９年間は、山頂陥没で広くなった雄

山火口の南半分の直下のごく浅部から深さ 2 ㎞程度まで、垂直の円筒状の領域に集中

して発生していることがわかった。 

地震活動度の時間変化を調べるため、MT 関係図を作成して図 7 に示した。地震活動

全体では発生頻度に大きな時間変化がないように見える（図 7 下図）が、ごく浅部で

発生する地震に限ると、大変興味深いことがわかった。震源の深さ 0.5 ㎞以浅の地震
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活動度を見ると（図 7 上図）、2016 年半ば頃に一時的に活動が高まったことが明らか

である。この時期は、前節で述べたように山体膨張が一時的に加速した直後、かつ火

山ガスの放出が急激に低下した時期に一致する。この時期、火口近傍のごく浅部で発

図 6. 気象庁検測カタログを用いて

再決定した震源分布（2010 年 9 月

～2019 年 8 月）地震は過去 9 年間、

火口南半分の浅部から深さ 2 ㎞程

度に集中して発生している。 

図 7. 庁検測カタログを用いて震源再決定した地震の MT 図。上：震源の深さ 0.5 ㎞以

浅で発生した地震。下：すべての地震。 
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生する地震の活動が高まったことは大変興味深い。例えば、火口につながる火山ガス

の流路の急激な閉塞に対応し、それによる封圧の増加によって地震活動が活発になっ

た可能性が示唆される。 

このような過去の地震活動を踏まえ、今後発生する次回の噴火の切迫性評価の高度

化につなげるため、最近の地震活動を調査した。本プロジェクトにおいて機動的に地

震観測点を増設し、三宅島の現在の地震活動を詳細に調査した。平成 30 年 12 月に三

宅島に広帯域地震観測点を 3 点増設し、そのデータを既存の観測点のデータと併合し

て解析し、現在の三宅島における地震活動を調査した。その結果、雄山の火口南西縁

に設置されている気象庁の観測点のみで記録されている地震が多数あることから、火

口直下浅部で地震が多く発生していることが明らかになった。それを踏まえ、地震活

動をさらに正確に捉えるため、令和元年度は火口縁に 2 点、雄山南側の中腹に 1 点の

合計 3 点に現地収録型の地震観測装置を設置し、観測を強化した（図 8）。 

  

 

三宅島で発生している地震は、他の火山で発生する地震と同様に、その波形の特徴

からいくつかの種類に分類できる。今回の機動観測では、P 波及び S 波初動が明瞭な

A 型地震、S 波の初動が判別しにくい B 型地震に分けられ、さらに B 型地震はその卓

越周波数から比較的高周波成分が卓越する BH 型と低周波成分が卓越する BL 型に分け

られる。これらの地震の典型的な波形例として初動部４秒間を図 9(a)～（c）に示す。

これら地震の分類は、2)火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発の c）火山性

地震活動総合解析システムの開発の節で後述するように卓越周波数の情報を利用して

図 8. 本プロジェクトの三宅島

機動観測で設置した地震観測

点。赤星印で示した OYMN、OYMW、 

OYMS は平成 30 年 12 月から運用

を始めた広帯域地震観測点。黒

枠のある星印で示した OYRE、 

OYRW、MYHN の３点は短周期地震

計と現地収録方式の地震観測

装置で、令和元年 5 月から令和

2 年 2 月まで設置。図 9 で波形

例を示す他機関の観測点名も

図中に表示した。 
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客観的に判別できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9(a). A 型地震の波形例。初動から４秒間に MYCR、MJON、OYMS、MKAV（３成分）の

各観測点で観測された４例を示す。 

図 9(b). BH 型地震の波形例．初動から４秒間に MYCR、MJON、OYMS、MKAV（３成分）の

各観測点で観測された４例を示す。 

図 9(c). BL 型地震の波形例．初動から４秒間に MYCR、MJON、OYMS、MKAV（３成分）の

各観測点で観測された４例を示す。 
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上記のように波形の違いも考慮し、図 8 で示した他機関の観測点のデータおよび本

プロジェクトの機動観測によって設置したすべての観測点を利用して、三宅島の地震

活動を解析した。その際、速度構造は水平成層構造を用い、観測点高度と観測点補正

値を考慮して震源を推定した。現在まで解析が終了しているのは、機動観測による地

震計設置後（平成 30 年 12 月 14 日）から令和元年 9 月末までの約 9 ヶ月半の期間で、

その間に震源の推定ができた約 950 個の地震の分布を図 10 に示す。同期間で気象庁

の検測カタログに掲載されている地震は 70 余りであることから、約 10 倍の地震の震

源が推定でき、火口縁に地震計を設置した効果もあり、検知能力が向上した。 

図 10. 本プロジェクトの機動観測により設置された観測点を用いて推定した三宅島の震源分布（2018

年 12 月 14 日から 2019 年 9 月 30 日）。赤は BL 型地震、緑は BH 型地震、青は A 型地震の震源。 
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ここで推定された震源分布で最も特徴的なことは、A 型地震と BH 型と BL 型地震で

は、発生している震源の深さに明瞭な差異がみられることである。すなわち海抜下 1

㎞を境にして、それ以浅は BH 型、BL 型地震が発生し、それ以深は A 型地震が発生す

る。この境界は極めて明瞭である。これまで、色々な火山で、B 型地震の震源は浅く、

A 型地震は深いということは良く知られているが、その分布の境界がこれほど明瞭で

ある例はそれほど多くない。このような地震波形の変化が震源の深さにより明瞭に分

けられる原因として、地下構造による可能性が示唆される。三宅島では MT 探査が行わ

れ、その地下比抵抗構造の推定結果が本節のⅲ）で紹介されているが、その結果から

この深度で、低比抵抗の層から高比抵抗の層に急激に変化しており、低比抵抗層には

地下水の存在が推定されている。もし、三宅島火口直下のごく浅部の地震が、2000 年

噴火の際の山頂陥没の際に作られた多数の亀裂の再活動により発生しているとすれば、

多くの火山で見られるような火山流体の動きによって引き起こされる低周波振動が発

生する可能性や、地下水の存在により既存の断層面の摩擦力の低下が起こり、応力降

下量の小さな地震を発生する可能性が考えられる。このような機構で、地下水量の多

い火口直下浅部で低周波の地震が多く発生するとも考えられる。 

更に、A 型地震の分布をみると、火口内南側直下の BH 型及び BL 型地震の発生領域

の直下だけでなく、そこから南西側に延びる配列もみられる。A 型地震の震源分布を

精度よく推定するため、DD 法 13）により、震源再決定した。図 11(a)に再決定前の A 型

地震の震源分布、図 11(b)に DD 法により再決定した結果を示す。全体としての特徴は

大きくは変わらないが、火口直下の深央分布の中央部の空白域が明瞭になったことと、

火口直下の震源の集中する箇所から南西方向に延びる線状の分布がより明瞭に見られ

るようになった。しかも、このような震源の集中する場所から震源が伸びる方向は、

南西方向のみであり、他の方向には見られない。このような線状分布は、ダイク貫入

現象等の局所的な応力の集中が起こることが原因と考えられ、火口から南西側へ延び

るクラックの存在を類推させる。 

これまでに見てきた 2000 年噴火直後の震源分布や地盤変動から推定されたダイク

貫入の屈曲域の位置、山頂陥没の直前に見られた長周期震動の力源の位置、2015 年末

から 2016 年中頃まで観測された地盤変動の一時的な加速を引き起こした応力源の位

置、最近の A 型地震の分布が火口から南西側に延びるクラックの存在を類推させるこ

となどから、火口の南西側深さ数 km の地下に、マグマ溜まり等の三宅島の火山活動に

大きく関与する領域が存在し、それが近年まで活動していることが明らかになった。

このことは、次回の三宅島の噴火においても、この領域が噴火発生機構に大きくかか

わる可能性を示唆し、三宅島の活動の切迫性評価においては、火口領域のみならず、

火口の南西側の領域の活動にも注目すべきであることを示している。三宅島における

今後の噴火過程の研究を防災や研究に活かすための観測戦略の構築に重要なヒントを

与える結果であると考えている。 
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図 11(a). 通常の手法によって推定した三

宅島の A 型地震の震源分布。 

図 11(b). DD 法によって再決定した三宅

島の A 型地震の分布。 
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ⅲ）三宅島における地下比抵抗構造の推定 

三宅島では前回の噴火活動から約 20 年経過しており、近い将来に次の噴火が開始

する可能性が高いと思われる。今後の活動推移予測のため、浅部での火山活動に大き

く関与する火山性流体（熱水・マグマ等）が、現在地下にどのように分布しているか

を把握することが重要である。比抵抗は温度や流体の量によって桁で変化する物理量

であるため、地下比抵抗探査法の一つである地磁気地電流法（以下、マグネトテルリ

クス法：MT 法）は、このような目的に適した探査手法のひとつであると言える。 

今年度は、昨年度に引き続き 2012 年度に取得済みの MT 探査データ（図 12）の再解

析を進めた。当初の１次処理が不完全であることに起因して、昨年度推定された構造

に不具合が生じる可能性があることから、今年度はノイズ処理を慎重に施した時系列

再解析を行い、3次元比抵抗構造インバージョンにより地下の比抵抗構造を推定した。 

図 12. 2012 年実施の MT 観測の観測点配置図。主に北東―南西測線上で測定。  
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具体的には、元の時系列を精査してノイズが大きいと思われる時間帯のデータは事

前に除く、外部磁気擾乱による電磁場シグナルが強い日時のデータのみを選択するな

ど、解析に用いるデータの SN 比の向上に努めた。また、時系列データから MT 周波数

応答関数を推定する際には BIRRP 法 14)を用いた。この計算手法は、時系列解析の際に

統計的にロバストな処理を施すことで、異常値を効率的かつ有効に除去し、加えて遠

方（本解析では鹿児島県のデータを利用）の磁場データを参照点として使用すること

でリージョナルなノイズを除去することができる(Gamble et al., 1979 15))。このよ

うな処理を行い、信頼性の高い周波数応答関数を取得することができた（図 13）。そ

の上で再度３次元比抵抗構造インバージョン解析 16)を行った。 

 

図 14 にこれまでの解析結果と今年度実施した再解析の結果を示す。これまでの解

析結果では、観測点のない解析領域の両端に広い低比抵抗領域が見えていたが、再解

図 13. 改善された応答関数の例。黒線は以前の応答関数、赤線は再解析結果。 

(a)                        (b) 
SW                          NE    SW                           NE 

図 14. 三宅島の北東―南西断面の地下比抵抗構造。 

(a)これまでの解析による比抵抗構造、(b)再解析によって推定された比抵抗構造。 
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析の結果では見られなくなり、これらが見かけ上の虚像であることがわかった。再解

析の結果から、三宅島の地下比抵抗には、以下の 3 つの特徴があることが確認できた。 

1）地表から深度数百 m(海水面より標高の高い所)に広く高比抵抗の領域が見られる。 

2）その直下からおよそ海水面下約 1 ㎞まで低比抵抗層が広い範囲で認められる。 

3）さらにそれ以深では比抵抗は高くなるが、山頂火口下のみは低比抵抗の領域が存在

する。 

この構造を別の側面から検証するため、山頂の下のやや深い領域に熱水源が存在す

ると仮定し、透水率の高い火道を通じて鉛直上向きに熱水が注入されるとその影響に

より水や温度・圧力がどのような分布をとるのか、混相流計算コード TOUGH2(Pruesse 

et al. 201217))を用いて熱水流動のシミュレーションを行った。シミュレーションか

ら得られた地下水、温度、圧力分布を元に Archie の法則に則って比抵抗値に換算した

構造を、MT 法から得られた比抵抗構造と比較した(図 15)。その結果、両者は極めて調

和した構造となり、特に先に挙げた３つの特徴をよく再現できていることがわかった。 

 

シミュレーションによる結果を参考に、地下比抵抗構造について、以下のことが言

える。 

1)浅部の高比抵抗層は、不飽和層に相当するため高い比抵抗となっている。一方、火

口直下は熱水が火道に沿って上昇してくるため低比抵抗になる。 

2)深部から上昇してきた熱水が飽和し、浅部では水平方向にも浸み出し広がるため、

低比抵抗層が水平方向に広く分布する。 

3)これより深部は熱水の循環が起こらず、相対的に高比抵抗になる、ただし熱水が注

入される火口直下のみは低比抵抗となる。 

ここで推定された比抵抗分布と前節で推定された三宅島の震源分布とを重ねて比較

した(図 16)。その結果、火口直下の深部まで広がる低比抵抗領域を除くと、低比抵抗

域と高比抵抗域が海抜下 1km を境に分布し、地震活動もその境界で A 型地震と B 型地

震に分かれて分布しているように見える。 

地下水の構造の時間変化を知るため、令和元年度にあらためて MT 観測を実施して、

(b) (a) 

図 15. MT 観測より推定された地下比抵抗構造と透水率の大きな火道を仮定して熱水流動

シミュレーションにより得られた比抵抗構造モデルの比較。(a) MT 観測から推定された地

下比抵抗構造、(b)熱水流動シミュレーションによって推定された構造。 
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2012 年の観測で推定された比抵抗構造が、どのように時間変化しているかを解明する

計画で、今後令和元年度に得られた観測データの解析を進め、比抵抗構造の時間変化

を抽出し、火山活動に起因する地下の状態変化を検出することを試みる予定である。 

 

 

 

 

b)草津白根火山における機動観測 

草津白根火山では、2014 年 3 月より火山活動が活発に推移し、近年の活動の中心で

ある湯釜火口周辺での水蒸気噴火の発生が懸念されている。一方で、2018 年 1 月 23

日には、湯釜から 2 km 南に位置する本白根山の鏡池北・鏡池火口において、何の予兆

もなく、およそ 1400 年ぶりに水蒸気噴火が発生した。本事業で実施する機動観測で

は、これまで手薄であった本白根山周辺も含めた草津白根火山全体で、ⅰ) 比抵抗構

造調査、ⅱ) 自然地震観測、ⅲ) GNSS 観測を実施した。これらの観測補助および GNSS

観測データの解析のために博士研究員 1 名を雇用した。 

 

図 16. 三宅島下の震源分布(2019 年)と比抵抗構造の比較。 

B type 
A type 
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ⅰ）草津白根火山および周辺における比抵抗構造の推定 

水蒸気噴火は、地表下浅部に形成される蒸気溜りが何らかの原因によって破裂する

ことで発生すると考えられているが、その発生メカニズムは未だよくわかっていない。

我々はこれまでに、水蒸気噴火を繰り返す火山において、噴火の駆動力となりうる熱

水や蒸気の分布を予め把握しておくことを目的とし、活動的な火口周辺の浅部地下構

造を明らかにしてきた 18,19)。その結果、電気の流れにくい（＝高比抵抗）領域の上に

電気の流れやすい（＝低比抵抗）熱水変質した透水性の悪い岩石（粘土）層が存在す

るという共通した特徴を有する構造を持つことが明らかになった。このやや高い比抵

抗値を示す領域が蒸気を多く含む蒸気溜りであり、水蒸気噴火発生の潜在的な準備領

域ではないかと考えている。このような地下浅部の特徴的な構造は、深部に存在する

マグマからの熱により地下水や火山性流体が熱せられ、地表付近まで移動することで

作り出されていると考えられる。しかしながら、マグマとその上部に発達する熱水系

の位置関係については、草津白根火山の場合、深さも含めて明らかにされていない。

一方で、既存の定常観測網により、湯釜火口周辺の浅部構造や各種異常を示すデータ

は捉えられてきている。マグマ溜まりから異常データの発生源までの地下構造が精度

良く推定できれば、草津白根火山の特徴的な噴火様式である水蒸気噴火の発生条件に

も大きな制約を与えられる可能性がある。 

2015 年～2016 年度には、本白根山を東西に横断する測線を中心に広帯域マグネト

テルリクス（MT）法調査を実施し、地下 10 km 程度までの地下構造を推定することを

目指した。しかしながら、調査領域の広がりが 10 km 程度であったため、深さ 4～5 km

までの地下構造を精度よく推定できたにすぎなかった 20)。そこで本事業では、草津白

根火山から半径 10 km の領域に調査範囲を広げ、深さ 10 km 程度までの地下構造を明

らかにすることを目指し、最新の解析方法により 3 次元比抵抗構造の推定を行うこと

を計画した。 

 

 

図 17. 2019 年度に草津白根火

山周辺で実施した広帯域 MT 調

査の観測点分布。青丸：東工大

の監督のもと外注で実施した

点、赤丸および緑丸：東工大が

主体となり実施した点（赤丸：

電場・磁場 5 成分の測定、緑丸：

電場のみの測定）。青い破線は

白根山（湯釜周辺）および本白

根山で設定された警戒範囲（火

口中心からそれぞれ半径 1km

および 500m の範囲）。ピンクの

破線は、草津白根火山から半径

10km の領域。 
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広帯域 MT 観測は、前年度に選定したほぼ全ての場所において実施した。図 17 に観

測点分布を示す。データ取得は、2019 年 8 月 5 日～9 月 23 日の期間で、東京工業大学

が主体となり観測を実施した点が 8 点（図 17 の赤丸および緑丸）、東京工業大学の監

督の下で請負業者が実施した点が 30 点（図 17 の青丸）の合計 38 点で行った（図 18）。

測定には、本事業で購入した機器に加えて東京大学地震研究所の共同利用の MT 観測

装置（Metronix Geophysics 社製 ADU-06、07、07e）およびインダクションコイル（MFS-

06, 06e, 07e）を複数台用いた。また、東京工業大学が主体として実施した観測では、

直前に発生した GPS のロールオーバーの問題により所有する機材が使用できなくなっ

たため、急遽、日鉄鉱コンサルタント(株)から Phoenix Geophysics 社製の MT 観測装

置（MTU-5A）2 台を借用して実施した。また、3 観測点については、NT システムデザ

イン社製の電場測定装置（ELOG-DUAL）を使用して電場のみの測定を行い、磁場データ

については近隣の観測点のデータで代用した。電極には、ハンガリー製の非分極平衡

電極である鉛―塩化鉛電極を用い、データの取得期間は、すべての観測点で概ね 3 日

間またはそれ以上であった。 

  

  
図 18. MT 法調査の様子。左上：ADU-07 による調査（芳ヶ平：KST204）。右上：Metronix 社製機材の

動作確認テスト（静可山；KST214）。左下：MTU-5A による調査（湯釜西：KST208）。右下：ELOG-DUAL

による調査（石津：KST218）。 
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図 19 に、観測期間中の地磁気擾乱を示す国立研究開発法人情報通信研究機構が公

開している地磁気活動 27 日チャートを掲げる。これは、気象庁地磁気観測所で発表

されている K インデックスを基に地磁気活動の程度を表現したものであり、27 日周

期の回帰性が考慮されている。観測期間中に 2 回地磁気活動の強い周期があったが、

そのほかの日ではそれほど強い活動があったわけではなく、MT 観測の信号強度とし

 
図 19. 観測期間中の地磁気擾乱の程度を表す地磁気活動 27 日チャート（情報通信研究機構の太陽地

球環境情報サービス［http://hirweb.nict.go.jp/sedoss/geoact-j］より）。白矢印は、東京工業大

学が MT 観測を実施した期間。黄矢印は、請負業者が観測を実施した期間。赤やオレンジの日ほど地

磁気活動が高まったことを示す。 

   

   

図 20. 測定データから推定された MT 応答関数（見掛け比抵抗および位相）の例。横軸は周波数で右

側ほど低周波数を表す。KST102 は草津町の北の国有林内、KST105 は草津町郊外、KST119 は志賀高原、

KST203 は渋峠、KST210 は万座温泉郊外、KST214 は草津町南部の静可山の観測点。青色、赤色がイン

ピーダンスの非対角成分、灰色が対角成分から計算された見掛け比抵抗と位相を表す。 
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ては、低調な日が多かったことになる。図 20 には、測定された MT データの一部を

示す。地熱技術開発(株)が山形県最上郡大蔵村に設置した観測点（草津白根火山から

約 270 km）のデータを使用してリモートリファレンス処理した結果である。大まか

な傾向として、草津白根火山の北側から西側（万座側）にかけての観測点では、良好

なデータが取得できたが、東側の草津町から南にかけては、あまり質の良いデータが

取得できていない。地磁気活動が低調であったことに加え、草津白根火山の南に鉄道

が走っていることに起因すると思われる。なお、Phoenix Geophysics 社製の機材を用

いて取得されたデータについては、日鉄鉱コンサルタント（株）が運用している岩手

県和賀郡西和賀町の観測点のデータを使用してリモートリファレンス処理を行った。

これらの解析には、米国ウッズホール海洋研究所の A.D. Chave 博士から提供を受け

た解析ソフトウェア（Bounded Influence Remote Reference magnetotelluric data 
Processing: BIRRP14)）を使用した。 

本年度末の時点で推定されている MT 応答関数を用いて、草津白根火山周辺の 3 次

元比抵抗構造モデルの構築を行った。現時点では全ての観測点のデータ処理が終わっ

ていないため、ここで示したものは暫定モデルである。解析には、四面体メッシュを

用いた有限要素法に基づくインバージョンコード Femtic21) を使用した。図 21 に 3
次元比抵抗構造モデルの計算範囲（左）と観測領域のメッシュ（右）を示す。本白根

山の山頂付近を原点にとり、最低周波数のスキンデプスを考慮して中心から±350 km
の範囲を解析領域とした。地形データには、陸域については、全ての観測点が含まれ

る中心から半径 15 km の範囲では国土地理院の基盤地図情報 10m メッシュデータを

用い、その外側では陸域および海域ともに ETOPO1 データ 22)を用いた。インバージ

ョンには、2015～2016 年に本白根山周辺で測定された 23 観測点のデータ 20) を含め

た計 57 観測点の MT 応答関数（インピーダンス）4 成分および地磁気変換関数（ティ

ッパー）2 成分を用いた。計算に用いた周波数は、64 Hz～0.0039 Hz の 14 周波数で、

対数軸上でほぼ等間隔になるように選択した。初期モデルとして、海水部分が 0.33 Ωm、

陸域部分が 100 Ωm の半無限一様構造を与えた（図 21）。 

    

図 21. 左：草津白根火山の 3 次元比抵抗構造モデルの計算範囲。中心から±350 km の範囲をモデル

化した。右：調査領域付近の四面体メッシュ（南側から）。白丸は観測点。地形をモデルに組み込

み、観測点に近いほど、また地表面に近いほど細かいメッシュを設定した。 



 

184 
 

図 22～23 に 19 回目の反復計算で得られた 3 次元比抵抗構造モデルを示す。RMS
ミスフィット値は、初期モデルで 19.0 であったものが 1.28 となった。草津白根火山

の南側では、浅部から低比抵抗領域が広く存在し、海抜下 1−2 km までその傾向が見

られる。本白根山～白根山にかけての西側では 1 Ωm 以下の特に低い値を示しており、

北側の横手山方向へ伸びている。湯釜の東から北にかけては観測点密度が低いため、

この低比抵抗体の存在範囲については十分な制約が与えられていないが、先行研究 20)

において本白根山～白根山の下に分布する火山性流体の貯留層と解釈された低比抵抗

体 C2 に相当すると考えられる。この低比抵抗体は、深くなるにつれ北側に分布して

 

図 23. 草津白根火山周辺の暫定比抵抗構造モデル。標高 1000m、500m、0m、-1000m、-2000m、 

-3000m、 -5000m、 -8000 m の水平断面を示す。Sh: 志賀山・鉢山、Yo: 横手山、Y: 湯釜、 

M: 本白根山。白点は MT 観測点。 

 
図 22. 草津白根火山周辺の暫定比抵抗構造モデル。左：本白根山山頂を通る東西断面。右：本白根

山山頂を通る N15°W－S15°E 断面。海抜下 8km の水平断面も併せて表示している。Sh: 志賀山・鉢

山、Yo: 横手山、Y: 湯釜、M: 本白根山。白点は MT 観測点。 
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おり、海抜下 8 km では志賀火山の下に達している（図 22 右）。白根山（湯釜）の西か

ら北西にかけては、広域の GPS 観測から深部に地盤変動源の存在が示唆されており、

この圧力源に関係した構造が捉えられた可能性がある。また、本白根山の東側にも深

部へ続く顕著な低比抵抗体が見られる（図 22 左）。一方で、本白根山直下の深部には

高比抵抗領域が解析されている。今後、処理が終わっていないデータおよび令和２年

度に取得予定のデータを用いて 3 次元比抵抗構造モデルの構築を進め、これらの構造

が草津白根火山のマグマ供給系あるいは熱水系とどのような関係にあるのか、解釈を

行っていく予定である。 

 

ⅱ）草津白根火山および周辺における地震観測 

草津白根火山の深部圧力源が存在すると思われる山体西側の震源分布の詳細を検討

するために、2018 年度に地震計を 4 か所に設置した。さらに防災科学技術研究所の

Hi-net 観測点のデータも利用し、草津白根火山の定常観測網のデータと統合処理する

仕組みを構築した。図 24 に臨時観測点の写真を示す。2019 年度は、通信が不安定で

あった山田牧場に NTT 光回線を敷設した。また、干俣北には傾斜計を新設しで試験観

測を開始した。いずれに観測点でも、短期間の機器トラブルによる欠測を除いてほぼ

連続的に観測データを取得している。 

2019 年以降、草津白根火山西方の地震活動は静穏化している。ここでは、2018 年 11

月に発生した群発地震の震源分布を示す（図 25）。今回は、気象庁による一元化震源

 

図 24. 臨時地震観測点。(a) 山田牧場 YMBJ、(b) 干俣北 KSH、(c) 山田スノーパーク YMSP、 

(d) 志賀笠越（SGKG）。これら地点の位置は図 25 を参照のこと。 



 

186 
 

カタログ（図 25(a)）において、マグニチュードが 1.5 以上の地震で、YMBJ、YMSP、

SGKG および N.NKNH の 4 観測点で P 波初動が読み取れているイベントについて手

動で検測を行った。P 波と S 波の残差は 0.02 および 0.1 秒前後である。その結果、震

源カタログでは水平方向・鉛直方向ともに数 km にわたって広く分布していると思わ

れていた震源は、三沢山および須坂市の 2 か所、深さ 4 km 前後に集中して分布して

いることが明らかとなった（図 25(b)）。また、YMSP 直下の深さ 3 km 付近にも地震

活動が認められることが明らかになった。 
本観測と同時に、同地域に湧出する温泉水についても調査を行った。本地域の温泉

水は SO4 の卓越する東側と Cl の卓越する西側に大別され、特に三沢山南麓や YMSP
付近では高い Cl 濃度を有する。それら陽イオンの組成比から、当該地域の温泉水は化

石海水型の熱水（海水が地層中に長い期間にわたり閉じこめられてできた温泉）を含

むことが示唆されている。東側の温泉については、その湧出温度や硫黄安定同位体比

の特徴から、火山ガスの関与が推定される（図 26）。 
本観測により、草津白根火山西方で 2018 年に発生した群発地震の震源域は、白根

 

図 25. 2018 年 11 月の草津白根火山西方の地震活動。(a) 気象庁地震カタログ（一元化震

源）による M<1.5 のイベント。(b) 同じイベントについて、4 か所の臨時点（黄色四角）

と既存点（白四角）を統合処理して手動で決定した震源。 
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火砕丘から 12 km 離れており、空間的に孤立していることが明らかである。その一方

で、この地域の深部には草津白根火山に関係する深部圧力源が推定されている。2018
年の高山村付近の群発地震は、2018 年 9 月の草津白根火山白根火砕丘浅部膨張と約 1
週間程度の時間差で開始した。さらに、2019 年 9 月頃に Cl 濃度が高い一部の温泉水

の組成に変化が認められている。 
この地域に酸性火山ガスを放出する噴気孔などは認められず、温泉水の水質は、本

質的には化石海水である。また、群発地震の震央は、化石海水の関与が強い温泉の湧

出領域に一致する（図 26）。草津白根火山西方の深部マグマだまりの増圧により、当

該地域の地下に伏在する化石海水由来の熱水が上昇し、それが群発地震や温泉水形成

に関与したものと考えられる（図 27）。 

 

図 26. 高山村温泉群の組成の特徴（円グラフ）、地震臨時観測点（黄色四角）および震央域（白

破線）。各温泉に付した円グラフにおいて、ベージュと水色はそれぞれ SO4 および Cl 濃度を ppm 

単位で示し、円グラフの半径は SO4 と Cl 濃度の総和に対応する。赤色立体図は国立研究開発法人

産業技術総合研究所が提供する地質図 Navi（アジア航測株式会社作成）から引用。 

図 27. 草津白根火山西方

における熱水系概念図。

西側では、海水組成が Ca-

Na 交換反応により変質し

ている。東側では温度が

高く、蒸気加熱型を示唆

す る 硫 黄 同 位 体 比 を 有

し、マグマの関与が示唆

される。 
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ⅲ）草津白根火山および周辺における GNSS 観測 

草津白根火山の地下深部活動に伴う地殻変動を捉えるために、2017 年度に整備した

GNSS 繰り返し観測網を用いて、GNSS キャンペーン観測を引き続き実施した。今年度で

3 年目（計 4 回目）となるデータ取得作業は、10 月 17 日～11 月 1 日にかけて行った。

繰り返し観測点を設置している群馬県嬬恋村や長野県高山村では、台風 19 号で被災

したため、その復旧作業等の影響により当初の観測日程に遅れがでたものの、計画通

り 6 観測点における測定データを取得することができた。データの処理・解析方法は

例年と同様であり、取得したデータを RINEX ファイルに変換し、GNSS データ解析ソフ

ト（GIPSY OASYSⅡVer.6.3 23)）を用いて座標値を推定した。その結果、水平方向に 2–

17 mm、鉛直方向に 1–16 mm の変動誤差で座標値を得ることができた。得られた座標値

  
図 29. 2017 年 10 月～2019 年 10 月における変位変化分布。左）水平変化、右）鉛直変化。GEONET
の電子基準点（長野栄）を基準とする（MaGCAP-V24)を用いて作成）。  

  
図 28. 2018 年 10 月～2019 年 10 月における変位変化分布。左）水平変化、右）鉛直変化。GEONET の

電子基準点（長野栄）を基準とする（MaGCAP-V 24)を用いて作成）。 
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から、連続観測点のデータと併せて火山用地殻活動解析支援ソフト（MaGCAP-V 24)）を

用いて、変位変化量の時系列や変位変化分布を求めた。その際、草津白根火山から北

北東へ約 25 km 離れた GEONET の電子基準点（長野栄：020982）を基準とした。図 28

および図 29 に 2018 年～2019 年（1 年間）および 2017 年～2019 年（2 年間）の変位分

布をそれぞれ示す。いずれの期間においても、地下深部におけるマグマ溜りの膨張（球

状圧力源）やマグマの貫入（板状圧力源）に伴う顕著な地殻変動は認められなかった。

なお、繰り返し観測点の構築と 2 回目までの観測結果をまとめた論文を JDR 誌の火山

プロジェクト特集号に出版した。 

2018 年 1 月の本白根山噴火を受けて新たに 4 点の連続観測点を設置し、今年度も観

測を継続した。このうち、湯釜火口から北西に約 10 km 離れた志賀高原（長野県）に

位置する観測点（SHG1）は、アンテナ上に毎年 2m ほどの積雪が見込まれるため、冬季

を除く期間（5 月～11 月初め）に観測を行っている。連続観測点のデータも概ね順調

に取得することができたが、本白根山の山頂の観測点（KSM1）は、台風 15 号により被

災した。観測データは携帯電話（3G）回線でテレメーター化されているが、9 月の初

旬から観測データが途絶えていた為、10 月の台風 19 号の通過後に観測点の点検を行

った。その結果、アンテナケーブルがコネクターから断線していることが判明したた

め現地で応急処置を行った（図 30）。次年度により強度のあるケーブルと交換予定で

ある。また、3G 回線のアンテナケーブルも破損していたため、3G 回線から 4G 回線へ

の移行作業も同時に実施した。4G 回線の通信不調により 2019 年 11～12 月もデータ回

収に失敗しているが、測定は継続して行われており冬季閉鎖明けにデータを回収する

予定である。なお、現在は順調にデータ回収が行われている。いずれの連続観測点に

おいても火山活動に関連した顕著な変位変化は認められていない。しかし、広域の地

殻変動観測は開始したばかりであり、長期的な観測とデータの蓄積が長期広域の変動

を把握するには必要不可欠である。将来の噴火を伴う火山活動に備えるために、本観

測を継続していくことが重要である。 

  

図 30. 本白根山山頂（KSM1）の整備と観測結果。左：断線したアンテナケーブルの補修。 

右：GEONET 電子基準点（長野栄）を基準とした 2017 年 10 月以降の変位変化量の時系列（MaGCAP-V 

24)を用いて作成）。連続観測は 2018 年 10 月より開始。 
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c)蔵王火山における機動観測 

令和 2 年度に予定している蔵王火山の機動観測では、噴火切迫性を評価するため表

層付近深さ 5km までの地下比抵抗構造を推定することを主眼としている。平成 30 年

度成果報告書で指摘した活動度が高いと考えられている火口湖御釜のやや東側を中心

として、令和元年度は AMT 探査の観測点選定と観測許認可交渉を行った。御釜のやや

東側は地形が急峻でアクセスが困難であるため AMT 観測を実施できない場所が多いが、

地形の急峻な場所に近づける限界まで密に観測点を選定した(図 31)。観測予定域は国

定公園であるため、宮城県大河原地方振興事務所と仙台森林管理署に許認可について

交渉を行い、実施年度に申請するよう指導があったので、令和元年度は申請書類準備

までを行い、令和 2 年及び 3 年度の実施前に申請を行うこととした。御釜やや東側で

の活動があった以前には、平成 26 年度に御釜を中心とした領域で AMT 観測を実施し、

御釜から五色岳直下の標高 800m 程度の位置に孤立した小規模な低比抵抗体が推定さ

れ、変質帯であると解釈した（Ichiki et al., 201725)）。令和 2～3 年度に実施する観

測と平成 26 年度の観測結果を併せて構造解析を行う予定である。 

本年度は、前年度に実施した 2015 年１月〜6 月に GNSS によって捉えられた山体膨

張現象の再調査を継続した。前年度はモデルパラメータ推定方法として非線型最小二

乗法（Matsu’ura and Hasegawa, 198726)）を採用したが、本年度は MCMC 法を用いた

逆解析法 GBIS（Bagnardi and Hooper, 201827)）を導入した。その結果、御釜の東約 1 

km（馬の背カルデラ内）、海抜下約 4 km で増圧現象が起きていたことが明らかとなっ

た。Ban et al.（2016）28)によると、過去約 2 千年間の噴火は地下約 4〜6 km にある

珪長質マグマに、深部由来の苦鉄質マグマが注入・混合したことよって発生したとさ

れており、最近の活動も浅部マグマ溜まりへマグマが供給されたことによるものと示

唆されている。これまでの種々の研究成果も併せて考えると、最近の蔵王火山の活動

源は御釜の東側の地下に存在することが考えられる。一方、この地域は既存観測網が

手薄であったため、今年度は高精度傾斜計を設置して水蒸気噴火に対する切迫度評価

に資する情報を収集することとした。図 33 に新設した観測点の位置と完成後の写真

を示した。 

平成 30 年度に設置した想定変動域東側における広帯域地震観測を継続し、熱水活

動に伴う長周期振動の記録蓄積を進めた。また、これまでの解析結果をもとに長周期

振動源の推定精度を向上させる観測点配置について検討を行い、令和２年度に実施予

定の広帯域地震観測点の設置候補点を確定し、環境ノイズや携帯電話回線によるテレ

メーター実施可否などの現地調査を行った。 
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図 31. (上) 令和 2-3 年度観測予定点図(赤二重丸)。楕円 A,B はアクセスが困難とみられ

る地域。黄二重丸は平成 26 年度に実施した観測点。（下）観測予定点の鳥観図。赤ピンマ

ーク：令和 2-3 年度観測予定点、黄ピンマーク：平成 26 年度に実施した観測点。人的ア

クセス可能な限界範囲まで観測点を配置した。 
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図 32. 茂木モデルを仮定した解析によって推定された各パラメータから計算された

地盤変動（赤矢印）と観測値（黒矢印）の比較。赤三角印は最高峰熊野岳の位置

を、赤×印は推定された点圧力源の位置を示す。 

図 33. 新設した傾斜観測点の位置（左）と完成後の写真（右）。写真中右側の背の低い塩ビパイ

プが孔井式傾斜計（深度 10m）の管頭部、左はソーラーパネルとデータロガーや通信機器、鉛蓄

電池を収納するキャビネットを取り付けたコンクリート柱。 
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d)霧島火山における機動観測 

霧島火山において地震(アレイ地震計・広帯域地震計)・ 空振、地殻変動(水準測量・

傾斜変動・GNSS 測量)、電磁気(全磁力・広帯域 MT)などの観測データの解析を行い、

えびの高原(硫黄山)周辺の地震・微動活動や浅部地殻圧力源と比抵抗構造の特徴をま

とめた。また、同火山では現在も活発な火山活動が続いていることから、地震の連続

観測や水準測量・GNSS などの繰り返し観測を継続した。地震観測は新湯温泉近傍か

らえびの高原までに 10 点の地震観測点を設置し、現在データの解析を行っている。

また、えびの高原には 6 点の地震計アレイをオンラインで展開し，活動状況をモニタ

ーしている。これらの観測データの解析と構造・物性モデルの高度化に従事するリサ

ーチアシスタント１名を雇用した。 
i) 小規模水蒸気噴火前後の流体移動 

2018 年 4 月 19 日に硫黄山で発生した小規模水蒸気噴火について、噴火開始前後の

地震、空振、地殻変動（傾斜）、電磁場変動の解析を行った。また、水蒸気噴火時の傾

斜変動の圧力源を推定し、2018 年度に作成した硫黄山の噴火発生場の構造・物性モデ

ルに基づいて水蒸気噴火の開始過程について考察した。 
図 34 に地震と空振の RMS 振幅、相互相関関数（Ichihara et al., 201229））、振幅 2

乗コヒーレンス（Matoza & Fee, 201430））、傾斜変動の時系列を示す。噴火初期の空

振は微弱なため、風などに由来するローカルなノイズの影響を大きく受けている可能

性があるが、地震との相互相関関数やコヒーレンスの時系列変化から噴火による空振

シグナルを識別できる。解析の結果、15:40 頃より明瞭な空振の到来が確認でき、こ

れは気象庁の監視カメラで確認されている噴火開始時刻とほぼ一致した。火口が目視

できない場合でも地震と空振の同時解析から噴火発生時刻を推定できる可能性がある。 
一方、噴火開始約 5 分前の 15:34 頃から地震、傾斜、電磁場の変動が始まっている

ことが分かった。噴火直前の 6 分間 (15:34-15:40)の傾斜変動について 3 観測点(気象

庁硫黄山南西 V.KIIN、九大えびの KU.KREB、鹿大霧島観測所 G.KVO)のデータを用

いて圧力源の推定を行った結果、標高 580m 付近の球状圧力源（収縮）および標高

1050m 付近のほぼ鉛直のダイク（膨張）が力源として推定された(図 35)。力源の体積

変化量は球状収縮源が約 4 万 m3、膨張ダイクが約 5 万 m3 とほぼ等しく推定された。

硫黄山の噴火発生場モデル（Tsukamoto et al., 201831））と比較すると、球状圧力源は

粘土層（キャップロック）下の熱水だまり、ダイクは粘土層の上面付近に対応すると

考えられる。Tsukamoto et al. (2018) 31)では 4 月 19 日の水蒸気噴火について、熱水

だまりから粘土層の亀裂を上昇する熱水の供給量が増加し、熱水が深さ 130m 付近の

粘土層上面で急激に沸騰したことにより発生した可能性に言及している。今回の圧力

源推定結果は、熱水の上昇によって熱水だまり（＝球状圧力源）が収縮し、粘土層上

面での熱水の相変化による急激な膨張がダイクの開口を引き起こしたことを示唆し、

Tsukamoto et al. (2018) 31)と調和的な結果である。 
水蒸気噴火の発生した場所から約 500m 北に位置する広帯域 MT 連続観測点では、

地震・傾斜変動と同期して噴火開始の５分前から電磁場の変動が見られた（図 36）。
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磁場変動についてはコイルの傾斜変動による寄与が大きいため、電場にのみ注目する

と、電場の南北成分は増大しており、一つの可能性として噴火口付近に正の電流源が

一時的に形成されことが考えられる。電場変動が流動電位によると仮定すると、噴火

口付近で流体が正の電荷を運べなくなる、つまり噴火口付近で地下水（液相）が水蒸

気（気相）に変化することで定性的に説明が可能である。特筆すべきは、この電場南

北成分の変化のピークが、水蒸気噴火開始およそ６分後のコックステールジェットと

対応している点である。気象庁硫黄山南観測点の噴火映像によると、このコックステ

ールジェットは水蒸気噴火のクライマックスであるが、近傍の観測点の地震・傾斜計

図 34. 九州大学えびの観測点（KU.KREB）で観測された噴火開始前後の地震と空振

の RMS 振幅（3 秒間平均値）、規格化相互相関関数、振幅 2 乗コヒーレンス、およ

び傾斜変動の時系列変化。2 本の点線はそれぞれ傾斜変動の開始時刻と噴火開始時

刻を表す。 
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に、それに対応した変化は見られず、水蒸気噴火に対して、電場変動が力学的な変動

とは独立の情報を与えることを示している。上記の電場の南北変動に対して、電場の

東西変動は噴火開始 5 分前から不可解な変動を示している。今後、傾斜変動解析の時

間分解能を上げ、噴火開始前 5 分間のモデリングを行う予定である。 
 

ⅱ) 精密水準測量で検出された霧島・硫黄山の地盤上下変動 

九州大学を中心とした大学合同水準測量班は、2015 年 6 月にえびの高原周辺に水準

路線を増設した（図 37）。その後、硫黄山では火山性地震の群発や傾斜変動をともな

う火山性微動がたびたび発生し、2015 年 12 月中旬には地表に新たな噴気帯が生じ、

2017 年 5 月には火山泥の噴出が確認されている。その後噴気活動は一時沈降傾向にな

ったが、2018 年 2 月には火山性地震が増加し、噴気現象も再度活発になってきた。4

月上旬から硫黄山の南側に沿って東西に新たな噴気孔列が生じ、一部で小噴火が発生

した。  

図 35. 傾斜変動の圧力源推定結果。×が球状圧力源（茂木ソース）、四角形がダイクの

位置を表す。▲は硫黄山の山頂。矢印の向きは相対的に沈降する方向を表す。  
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本年度は 2019 年 5 月中旬、11 月上旬、2020 年 3 月上旬の 3 回の精密水準測量を実

施した。2017 年 10 月以降の主な水準測量結果を図 38 に示す。また主な水準点におけ

る隆起量の時間変化を図 39 に示す。いずれも 2015 年 6 月および、測線の西端の BM1120

を基準としている。再隆起が始まった 2017 年 10 月以降の隆起量を等値線で示す（図

37）。硫黄山山頂に近い BM3050 では 2020 年 3 月までに 69.6 mm の隆起が見られる。

隆起中心も 2017 年 5 月以前に比べて南西側に移動しており、地表の噴気領域の移動

と調和的である。この隆起は硫黄山西側の BM3040 を除いて、2018 年 12 月以降はほぼ

停止状態になっている。 

表 1 に推定された圧力源の位置を示す。圧力源の位置は、2017 年 10 月以前は硫黄

山噴気群の東側約 100ｍであったが、2017 年 10 月以降は硫黄山南噴気孔の南側に存

在していると考えられる。またその深さも、この地点の標高が 1300m であることから、

地表からそれぞれ、700m、620m となり、圧力源の位置も徐々に上昇していると考えら

れる。硫黄山直下では厚さ 700m 程度の低比抵抗層(スメクタイト層と推定)が 3 次元

MT 解析で推定されており(Tsukamoto et al., 201831))、これがキャップロックとなり

この直下で熱水溜まりの圧力が増加しているものと推定される。 

図 40 に水準測量から推定された硫黄山下の圧力源の体積変化量を示す。この時、圧

力源の位置は第１表の場所に固定し、体積変化量のみを変化させて最適値を求めてい

る。2015 年 6 月を基準とした体積増加量は、2018 年 12 月では 15.7 万 m3、2019 年 3

月 15.6 万 m3、11 月 15.2 万 m3、2020 年 3 月 15.9 万 m3 と推定された。2017 年 10 月か

らの地下圧力源の膨張は、2018 年 12 月以降止まっていた。2019 年は硫黄山南火口や

図 36. 2018 年 4 月 19 日の水蒸気噴火にともなう地震・傾斜変動 (気象

庁硫黄山南西観測点：噴火口から西におよそ 200m)と、電場変動(硫黄山

北広帯域 MT 連続観測点：噴火口から北北東におよそ 500m) の比較。 
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西麓噴気口の熱水湧水量や水蒸気量に明らかな減少が見られることからも、地下深部

から圧力源への熱水の供給が衰えつつあると考えられた。しかし 2020 年 3 月はわず

かながらも圧力源の膨張傾向がみられ、地表の熱活動も温度の若干の上昇が見られる

ことから、今後も継続的な調査が必要である。 

  

図 37. えびの高原〜硫黄山区間の水準路線と 2017 年 10 月から 2018 年 12

月までの隆起量を示す。2018 年 4 月から活発化した噴気領域や、これまで

の水準測量から推定された圧力源の水平位置も同時に示す。国土地理院電子

地形図（タイル）を使用した。 

図 38. 2017 年 10 月以降の主な水準測量結果（BM3040 を除く）。隆起・沈降の中心

は硫黄山付近の浅部と考えられる。2018 年 12 月以降の値はほとんど重なってい

る。 
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表 1. 精密水準測量データから推定された、硫黄山直下の圧力源の位置 

 2017 年 10 月以前 2017 年 10 月以降 

北緯 31.946777 31.94517 

東経 130.85460 130.853975 

海抜高度 600m 680m 

 

図 39. 主な水準点の標高の時間変化。2017 年 10 月以降は隆起傾向がみられ、地

下の圧力源の急膨張が推定されていたが、2018 年 12 月以降は多くの観測点でほ

ぼ停止状態である。BM3040 は硫黄山西側噴気孔近傍の県道沿いに位置し、2018 年

4 月 20 日からの硫黄山西側噴気の活発化に伴い局所的に約 8cm の隆起がみられ、

その後も局所的に変化が大きいため、圧力源解析では使用していない。 

図 40. 水準測量から推定された硫黄山下の圧力源の体積変化量 
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e)箱根火山における機動観測 

令和元年度は、昨年度までに実施した機動観測のデータによって得られた地震波速

度構造に加え、より深部の構造についての知見を得るために、レシーバ関数による解

析の準備を進めた。火山地帯におけるレシーバ関数による解析として、Abe et al, 
(2017)32）による阿蘇火山における例が挙げられる。阿蘇火山では、各観測点で得られ

たレシーバ関数を説明できる 1 次元 S 波速度構造を遺伝的アルゴリズムで探索し、深

さ 40km 程度までの構造を推定している（図 41）。その結果、深さ 20km 付近に、深

部低周波地震の震源を取り囲むように低速度の領域があることが分かった。今回、同

様の解析を箱根火山で実施するため、予備的な解析として駒ヶ岳（KOM）と大涌谷

（OWD）の観測データを用いてレシーバ関数を推定した（図 42）。いずれの観測点で

も、深部の不連続面に起因すると考えられるピークが現れており、データを増やすこ

とによって地震波速度構造解析で得られたよりもさらに深部の構造が推定できること

が期待できる。 
 

 
 
 

図 41. 阿蘇火山での解析例（Abe et al., 201732））。右図はレシーバ関数とそれから得られた

1 次元速度構造の一部。多数得られる 1 次元構造から、それぞれの波線の位置を考慮するこ

とで左図のような 3 次元構造が推定できる。  
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箱根火山では 2019 年 3 月より地震活動の活発化が観測され、芦ノ湖周辺において

顕著な群発地震活動が発生した 5 月 19 日には、噴火警戒レベルが２へ引き上げられ

た（瀧沢，202033））。このような群発地震活動は、2015 年の水蒸気噴火を起こしたイ

ベント以来であり、GNSS による観測でも箱根火山をまたぐ複数の測線で基線長の伸

びが観測された。図 43 に 2018 年 9 月から 2019 年 12 月までの震央分布と時系列を

示す。また、図 44 に 2018 年 9 月から 2019 年 12 月までの箱根をまたぐ測線の基線

長変化を示す。地震活動が最も盛んであったのは芦ノ湖付近の深さ 2km 付近が中心

であったが、箱根火山全体が山体の膨張傾向を示しており、深部の火山活動を起源と

している活動であったと考えられる。2019 年 2 月と 2019 年 5 月の間の GNSS のデ

ータから、圧力源を推定した結果を図 45 に示す（道家・他、201934））。開口クラック

と茂木モデルをそれぞれ一つずつ仮定して、それらの位置、開口量、クラックの方向

をインバージョン法により推定した。その結果、茂木モデルは深さおよそ 9.6km、開

口クラックは深さおよそ 0.4～3.3km 付近に推定された。本プロジェクトで実施した

機動観測によって得られた地震波速度構造と比較すると、開口クラックはガスや水な

どの流体だまりから浅部への移動を、茂木モデルはマグマだまり最上部における膨張

を反映していると考えられる。大涌谷における火山ガスの観測でも、2019 年 4 月ごろ

からマグマ起源の火山ガスの増加が観測されており、山体の膨張と同期するようにし

て火山活動が活発化していることが分かる（図 46）。 
一方で、SAR による観測では 2015 年に見られた大涌谷における局所的な隆起はみ

られず、また GNSS で推定されたクラックなどによる地表面の変化も観測できていな

い。したがって 2019 年の活動は、深部のマグマだまり周辺で圧力増加などがみられ、

KOM OWD 

図 42. 駒ヶ岳（左）と大涌谷（右）でのレシーバ関数の例。機動観測点のレシーバ関数

を用いることで、地震波トモグラフィ法で解明された深さ 15km 程度よりも深い領域の

構造を把握できる。  
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地表で観測される火山ガス組成も変化したものの、地表付近における熱水系の活動は、

2015 年の活動とは明らかに異なっていたことが分かる。 
今後、レシーバ関数解析を進め、より深部まで構造を明らかにできれば、2019 年の

ような火山活動の活発化が発生した際の火山深部における活動の解釈に、地球物理学

的な根拠を与えることが可能となり、水蒸気噴火の切迫性の評価にも寄与できると考

えられる。 

図 43. 2018 年 9 月から 2019

年 12 月までの震央分布図（左

図）と、各領域での地震の発生

状況（上図）。（瀧沢，202033）） 

※枠の色は下の震源分布図で領域を囲んだ色に対応  
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図 44. GNSS 観測点の基線長変化（2018 年 9 月から 2019 年 12 月）。

瀧沢（2020）33)より引用。 

図 45. 道家ほか（2019）34)による、活動初期における変位ベクトルおよびモデルに

よるシミュレーション結果。（a）水平変位、（b）上下変位。ベクトルは、2019 年 2 

月 19 日～ 28 日と 2019 年 5 月 23 日～ 6 月 1 日のそれぞれの平均値の差分で

示している。ピンク色の×印が茂木モデル、矩形が開口クラックモデル（太線が上

端）の位置を示す。パラメータの詳細は道家ほか（2019）34）を参照。 
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2)火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

 

a)地震計アレイデータ解析システムの開発 

今年度は開発したソフトウェア「ちょいプロ」の霧島における地震観測データの表

示への適用を行った。また、大学院生の講義において「ちょいプロ」を演習の一環と

して導入し、利用者拡大に努めるとともに、演習の中で上がったいくつかの改善すべ

き点を集めた。今後はこれらを可能な範囲で改善する。 

 

b)地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

前年度までにプロトタイプとして試作した比抵抗構造解析前処理支援ツールのスク

リプト群（MFB: ModEM File Builder）をパッケージ化した。それを本事業に関係す

る研究や教育活動に利用してもらうことを念頭に操作マニュアルを作成し、本事業内

外の地球電磁気学専門分野の研究者に配布した。また、JVDN システムへの受け入れ

体制が整い次第、本ツールを提供したい旨、課題Ａの担当者に申し入れた。 
比抵抗３次元インバージョン解析については、海域に隣接した地域の地下比抵抗構

造の推定には海底地形を考慮する必要があり、その際にどの程度の細かな海底地形が

必要かについてはよくわかっていなかった。そのため、2017 年度に本プロジェクトで

取得した倶多楽火山周辺の MT データに対し、2 通りの海底地形データの組み合わせ

を用いて、四面体メッシュの計算コード（femtic21)）でインバージョン解析を行った。

図 47 に 3 次元比抵抗構造モデルの計算範囲と使用した陸域および海域の地形データ

図 46. 大涌谷 15-2 噴気孔における火山ガス観測（2018 年 7 月～2019 年 12 月）。

瀧沢（2020） 33)より引用。 
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の範囲を示す。倶多楽湖の中心付近を原点にとり、陸域については中心から半径 15 
km の範囲では、国土地理院の基盤地図情報 10m メッシュデータを用い（図 47 の d）、
その外側は ETOPO1 データ 22)を用いた（図 47 の a）。海域については、緯度および

経度が共に中心から±2 度の範囲では、日本海洋データセンターの 500m グリッドデー

タ J-EGG50035)を用い（図 47 の c）、その外側は ETOPO1 データを用いた（図 47 の

b）。図 48 に、中心から半径 15 km の範囲の海底地形データに、(a)日本水路協会発行

の M7006 データ（津軽海峡東部）を使用した場合、(b) J-EGG500 データを使用した

場合、にそれぞれ得られた比抵抗構造を示す。インバージョンには、全 49 観測点のイ

ンピーダンス 4 成分およびティッパー2 成分の 12 周波数（384 Hz～0.0039 Hz）を用

い、東京工業大学の TSUBAME3 において計算した。全ての観測点は、中心から半径

15 km の範囲内に含まれている。初期モデルとして、海水部分が 0.33 Ωm、陸域部分

図 47. 倶多楽火山の 3 次元比抵抗構造

モデルの計算範囲と使用した陸域およ

び海域の地形データの種類と範囲。倶

多楽湖の中心付近を原点とする座標系

で、中心から±360km の範囲をモデル

化した。a:ETOPO122) (陸域)、b:ETOPO1

（海域）、c:日本海洋データセンターの

J-EGG50035)、d:陸域：国土地理院の基

盤地図情報 10m メッシュ数値標高モデ

ル、海域：日本水路協会発行の M7006

（津軽海峡東部）。 

図 48. 倶多楽火山の 3 次元比抵抗構造モデル。中心から半径 15km の領域の海底地形に（a）M7006

データを用いた場合、（b）周囲と同じ J-EGG500 データを用いた場合。両モデルとも、左から海抜

下 0m、50m、100m、1000m、3000m の水平断面を示す。白線は倶多楽湖の輪郭および海岸線を表す。 
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が 100 Ωm の半無限一様構造を与え、両モデルとも 21 回目の iteration の結果を示し

た。RMS ミスフィットはそれぞれ（a）1.85、（b）1.87 であった。両モデルを比較す

ると、海域の地下構造については、若干の違いがみられる。M7006 データを用いたモ

デル（a）の方が詳細な海底地形を組み込めるため、海域部の比抵抗構造も浅部の海底

地形を良く反映しているような分布をしている。しかし、浅部から深部に至るまで両

者の地下構造に大きな違いはなく、地下構造の議論に与える影響はほとんどないと言

える。これは、本研究で用いたデータセットが陸域のデータのみであることに起因す

ると考えられる。従って、少なくとも本研究で用いた周波数範囲においては、海底地

形データは J-EGG500 で十分であることがわかった。また、四面体メッシュインバー

ジョンで得られた構造は、これまでに実施済みの直方体メッシュインバージョン

（ModEM36)）により推定された構造と概ね同様であることも確認できた。 
本システムを火山活動の現況評価や噴火切迫性予測に利用するためには、シミュレ

ーションの結果を各種のモニタリングデータと対比させることが重要となる。そこで、

今年度はこの部分のツール開発にも取り組んだ。商用のシミュレータである TOUGH2
を用いて、比較的単純な軸対称の構造モデルで熱水流動を計算した。具体的には、モ

デル空間の中心軸付近に噴気火道を設定し、最下部から高温流体を注入して定常状態

を再現したのち、噴気火道の一部を低浸透率化（部分閉塞）させた場合にどのような

応答が起こるかを調べた。さらに、シミュレーションの出力である温度圧力場から，

商用ソフトである COMSOL Multiphysics を用い、有限要素法で地盤変動を求めるこ

とを試みた。その際、通常の弾性変形ではなく、孔隙弾性変形（poroelasticity）と熱

膨張／収縮の効果を考慮して変位を推定している（図 49〜55）。こうしたツールは、

本サブテーマの基本要素の一つであるだけでなく、火山活動監視や火山性地盤変動の

研究にも応用できるもので汎用性が高い。適切な時期にマニュアル等を整備してノウ

ハウを広く共有できるようにしたい。これらの業務補助のため、リサーチアシスタン

図 49. 噴気経路の閉塞に伴う地盤

変動計算の手順。 

図 50. 熱水流動シミュレーションの設定。 



 

206 
 

ト１名を雇用した。このリサーチアシスタントは、業務の遂行にかかわる情報収集と

図 51. 準定常初期状態の温度分布。        図 52. 準定常初期状態の圧力分布。 

図 54. 浸透率低下後５年間の圧力変化。 図 53. 浸透率低下後５年間の温度変化。 

図 55. 火道の浸透率低下後５年間の地盤変動分布。 
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国外専門家との議論のために国際学会（国際測地学地球物理学連合：モントリオール）

に参加した。 
さらに、前年度に引き続き、既存の地熱調査ボーリングデータを利用して、比抵抗

とコア物性の関係を検討した。参照したのは、JOGMEC（石油天然ガス・金属鉱物資

源機構）が公開している NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）の地熱開発

促進調査報告書（NEDO, 198537); 199138)）である。一部の項目についてはデジタルデ

ータとして公開されているが、コア物性値については報告書の PDF ファイルから数

値を読み取る作業が必要であった。昨年度予察的に調べた登別地域のデータの再読み

取りに加えて、今年度は新たに弟子屈西部地域の６本の坑井データを整理した。まず、

電気検層（100 cm ロングノルマル）による比抵抗値と、コア物性試験結果一覧表から

読み取った有効空隙率の関係を確認した（図 56）。その際、横山・他（1986）39) の実

験式（安山岩）を参考にして、比抵抗の温度依存性を補正して 20℃の比抵抗値に換算

した。その結果、比抵抗と有効空隙率の相関は補正前よりも高くなった。大半の試料

は空隙率 1%以上の範囲にあり、空隙率が高いほど比抵抗が低い傾向が認められる。

このことは、この範囲では空隙が水で満たされていると見なせ、Archie の法則がほぼ

成り立っていることを示唆している。バルクの比抵抗を𝜌𝜌、間隙水の比抵抗を𝜌𝜌ｗ、空

隙率を𝜙𝜙で表すと、Archie 則は ρ = 𝑎𝑎𝜙𝜙−𝑚𝑚𝜌𝜌𝑤𝑤 と書くことができる（a, m は定数）。両対

数グラフでの傾きは m 値を表しており、今回のデータでは m は約 1.5 であることがわ

かった（図 56 右）。一方、空隙率が 1%未満の試料は、この傾向から明瞭に外れた低

比抵抗側にプロットされた。仮にこのように空隙率の低い領域で Archie 則を適用し

ようとすると、比抵抗値が極めて低い間隙水を仮定しなければならず、現実的ではな

い。この領域では、強い変質に伴う粘土鉱物などの高導電性物質が圧密を受けて、空

隙が電気的に連結した状態になっていると考えるのが妥当と思われる。実際に、この

領域にプロットされたデータ（図 56 右の破線楕円で示した領域）のほぼすべては、登

別の坑井 N63-NB-4 の 1000m 以深の試料によるものであり、変質した玄武岩質凝灰

岩〜凝灰角礫岩（大曲沢層）から成っている。ただし、粘土鉱物としてはスメクタイ

図 56. 有効空隙率と比抵抗の関係（NEDO のボーリングデータ 37),38)）。 
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ト（モンモリロナイト）ではなく緑泥石に富んでいて、石英脈の多い珪化帯である。

近年の研究では、火山地帯で行われる比抵抗探査で検出された数 Ωm 以下の低比抵抗

帯は、スメクタイトに富む不透水層と解釈されていることが多いが、本研究の結果を

見る限りでは、こうした状況はむしろ例外的である可能性もある。 
次に、変質鉱物と比抵抗の関係を整理した（図 57 及び図 58）。NEDO の報告書に

は、顕微鏡観察で変質鉱物の量が記載されているので、各鉱物について、微量を１、

少量を２、中量を３、多量を４として数値化した。ここでは、その単純和を「粘土鉱

物量」として定義した。さらに、これらの粘土鉱物がバルク比抵抗に与える影響度の

違いを考慮するために、白水（1988）40)，高倉（2014）41)に示された、粘土鉱物の陽

イオン交換容量（CEC）を参考に、モンモリロナイトに 80、緑泥石に 6、セリサイト

に 13、カオリンに 6 の係数を各粘土鉱物量にかけた和を、「粘土鉱物導電指標」と定

義した（カオリンの記載がない弟子屈西部地域ではそれ以外の３種で算出）。その上で、

それぞれと 20℃換算比抵抗の関係を調べたのが図 57 及び図 58 である。図 57 を見る

と、粘土鉱物量と比抵抗は一見して概ね正の相関を示している。ところが、CEC を反

映した粘土鉱物導電指標との関係（図 58）で見ると様相は大きく異なっており、粘土

鉱物導電指標が 80 未満の試料と 80 以上の試料の間には，比抵抗値に明瞭なギャップ

があることがわかる。このギャップは、試料にモンモリロナイトが含まれているか否

かの違いに対応している。この結果は、モンモリロナイトは微量であっても比抵抗値

を下げる効果が大きいというこれまでの知見（例えば高倉, 1995）41)とも整合的であ

る。ただし、比抵抗が低いことは、鉱物種を問わず粘土の量が多いことを意味するわ

けではなく、モンモリロナイト以外の粘土量が多い試料はむしろ逆に高比抵抗を示す

傾向にあることには改めて注意が必要である。 
本サブテーマでは、水蒸気噴火の発生場となるような、熱水系の上部に難透水性の

キャップ構造をいかにして同定するか、という点が重要になるので、この観点からこ

こまでの知見を整理しておく。スメクタイト（モンモリロナイト）は、概ね 200℃以

下の低温域でしか安定的に存在せず、膨潤性が高いことから、熱水系の上部に難透水

図 57. 粘土鉱物量と比抵抗の関係。        図 58. 粘土鉱物導電指標と比抵抗の関係。 
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性キャップを形成する原因物質の候補として考えやすく、かつ、CEC が高く表面電導

によってバルク比抵抗を下げる効果が高い（高倉, 201442)）。しかし、ある領域の比抵

抗値が低い（例えば数 10 Ωm 以下）ことのみを根拠として、その空隙率が低いと推測

することには明らかに無理があると言わざるを得ない。こうした低比抵抗域は、むし

ろ熱水貯留層そのものに対応した高空隙率域である可能性も十分あり得ることを念頭

に置く必要がある。非噴火時の地震活動や地盤変動との関係なども考慮し、いくつか

の候補となる浸透率構造を想定した熱水流動シミュレーション等に基づいて、仮定し

た構造の妥当性も評価することが必要と考えられる。本サブテーマで調査対象として

きた霧島硫黄山や倶多楽の比抵抗構造についても、このような目で再度見直してみる

必要がある。 
 

c)火山性地震活動総合解析システムの開発 

火山活動の活発化や噴火に伴い、火山周辺では様々な波形を持つ地震や微動が発生

する。これら互いに異なった特徴の波形を持つ火山性地震や微動は、火口周辺や火山

体内部で起こっている火山現象と密接な関連があり、その発生機構の解明や発生頻度

の時間変化に関する研究は、火山噴火現象の理解の側面からだけでなく、火山噴火予

測を目指した防災対応の高度化への応用など幅広い目的で推進されてきた。火山性地

震は火山活動の変化を示す最も重要な指標であるとされ、火山観測の歴史では当初か

ら主要な位置を占めており（McNutt,1996）43）、多くの火山で様々な観測手法で活動監

視されている現在であっても、最も重要な観測手法であると言える。火山性地震はそ

の波形の特徴により、古くからいくつかの種類に分類されてきた。Minakami(1960)44）

は複数の火山での地震活動に関する研究を精力的に行い、そこで発生している火山性

地震の波形の特徴、震源分布、その時の火山活動の対比から、火山地域で発生する震

動を A 型地震、B 型地震、爆発地震、火山性微動に大別した。この分類は現在におい

ても火山噴火活動監視に有効であり、日本のみならず海外でも広く用いられている。

火山性地震は波形の特徴、例えば卓越する震動の周期、S 波初動が明瞭に見られるか、

振動継続時間の長短等で判別され、その呼び方も火山毎に異なり、統一されていない

ことが多い（西村・井口, 2006）45）。 

このような異なった波形を持つ火山性地震の発生機構を解明するための最初のアプ

ローチは、種別の異なる地震の発生場所がどれほど異なるかについて解明し、その発

生頻度と火山活動の関連を明らかにすることが有効であろう。本報告書の「1)機動的

な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握、a)三宅島に

おける機動観測」において、三宅島における地震機動観測を行い、最近の地震活動に

ついて報告した。その際、S 波初動が明瞭に読み取れる A 型地震とそれ以外の BH 型、

BL 型地震の震源分布に明瞭な差異があり、その境界は海抜下約 1 ㎞にあり、地下比抵

抗構造が急変する深さに対応していることを述べた。当初、この地震種別の判定は、

検測者の主観的な判断で行ってきたが、本システムを用いて、客観的に判定する仕組

みの開発を開始した。 
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従来、火山周辺で発生する A 型地震と B 型地震の判別は、その観測波形の卓越周波

数が異なることから、低周波数帯域の振幅と高周波数帯域の振幅比から判断してきた。

例えば、2006 年 Alaska の Augustine 火山の噴火において、Buurman and West (2010)46)

は噴火前から噴火に至るまでの多数の火山性地震を、次式で定義される周波数指数

（𝐹𝐹𝐹𝐹）：地震波形の高周波数成分と低周波数成分の比を用いて、地震活動と火山内部状

態の時間変化について考察している。 

log frequency (Hz) 

(a) 

(b) 

(c) 

図 59. ４観測点での波形と振幅スペクトル。黒は FFT による推定、赤は AR による推定、青は次数を

低減させた AR による推定。(a)は A 型地震、(b)は BH 型地震、（c）BL 型地震。 
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 𝐹𝐹𝐹𝐹 = 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙10 �
𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚�𝐴𝐴𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢�
𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚(𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙)� , 

この時の Augustine 火山の噴火場合には、低周波数側として 1～2Hz の帯域を、高周

波数側を 10～20Hz とし、FI が-0.4 以上を高周波地震、-1.3 以下のものを低周波地震

として、その間の地震を Hybrid 地震と分類し、噴火に前駆して高周波地震が、噴火を

繰り返すうちに低周波地震が増えることを示している。このような地震の種別の変化

は、他の火山でも見られることもあり、火山活動評価に重要な指標として利用されて

いる。しかしながら、これらの波形変化には色々な原因が考えられるので、その変化

と火山内部状態の変化を結びつけるのは容易ではない。一方、三宅島では震源の深さ

により、発生している地震の種別が異なることが示され、周辺岩体の物性のよりこれ

らの地震の発生条件が異なる可能性が示唆され、A 型と B 型の地震の発生原因の相違

を解明するため、地震種別を客観的に判別することが重要となる。 

三宅島における A 型地震、BH 型地震、BL 型地震の特徴を抽出するため、図 59 に図

8 で示した４観測点での(a)A 型地震、(b)BH 型地震、(c)BL 型地震の振幅スペクトルの

例を示す。この例で示したように、A 型地震の多くはほぼすべての観測点の波形で数

図 60. 三宅島の各観測点の各成分での地震波形振幅の 4～8Hz 成分と 10～16Hz 成分の比。色は検

測者が主観的に判定した地震種別を示す。青：A 型地震（244 イベント）、緑：BH 型地震（218 イベ

ント）、赤：BL 型地震（491 イベント）。地震種別によって、２つの周波数帯域での振幅比が異なり、

地震種別の判定に利用できる。 
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Hz から十数 Hz の帯域で大きな振幅を持ち、BL 型地震ではどの観測点でも数 Hz にス

ペクトルのピークを持ち、高周波での振幅は小さい。BH 型地震は A 型地震と BL 型地

震の中間の周波数帯域で振幅が大きい。つまり、三宅島でも Augustine 火山で導入さ

れたように周波数指数（𝐹𝐹𝐹𝐹）を導入することは有効である。図 59 で示した三宅島の A

型、BH 型、BL 型地震の周波数スペクトルを参考にして、4～8Hz と 10～16Hz の２つの

周波数帯での各イベントの振幅分布を図 60 に示した。この図では検測者が判断した

地震種別により、色を変えてそれぞれの周波数帯域の振幅をプロットした。これから

明らかなように、検測者が A 型地震と判定したものは高周波数側の振幅が低周波側の

振幅に比べて相対的に大きく、BL 型と判定したものは低周波側の振幅が相対的に大き

い。つまり、三宅島においても地震種別の判定に周波数指数を利用することは極めて

有効であることが確認できた。 

周波数指数の性質を詳しく見るため、本プロジェクトで広帯域地震計を設置した雄

山西（OYMS）観測点及び防災科学技術研究所の設置したボアホール観測点である阿古

観測点（MKAV）の２観測点で、解析したすべての地震についてそれぞれの観測点で観

測された波形の振幅（X 軸）と図 60 で示したすべての観測点・成分での周波数指数の

平均値と標準偏差（Y 軸）が、地震種別によりどのように分布するかを図 61 に示した。

ここでは示さないが、多くの観測点で共通して見られる特徴として、図 61(a)で示す

ように低周波数側の振幅を基準とした場合には、振幅が小さくなると脈動等の低周波

数側のノイズの影響が大きくなり、A 型地震と BL 型、BH 型の地震の判別が困難にな

る。一方、高周波数側の振幅を基準にすると、振幅によらず周波数係数は地震種別ご

とに分かれて分布し、その判別は容易になる傾向が見える（図 61(b)，(c)）。さらに、

観測点によって周波数指数による地震種別が容易な観測点（図 61(c)）とそれほど容

易でない観測点（図 61(b)）があり、どの観測点の組み合わせで、どのような基準で

地震種別をするのが最適であるかを見出すアルゴリズムを作り出すことが、次の課題

として考えられる。 

本年度は、三宅島の機動観測で得たデータを用いて、火山活動の評価に重要な地震

種別の判定に周波数指標という特徴量が有力であることを示した。さらに、いくつか

の観測点でその特徴量のあらわれ方が異なることも示した。ここでは地震波形の周波

数スペクトルを推定する際に FFT を用いたが、スペクトル推定には自己回帰（AR）過

程の適用による推定方法（例えば、北川,199347））もある。この方法による試行もすで

に一部で行い（図 59 の赤線や青線）、ほぼ同様の結果を得ている。地震波形の AR 過程

の適用による解析手法は、地震波形の特徴を少数のパラメータで表現できることから、

昨年度の成果報告書で示したように N 型地震の判定に有力な手法と考えられる。今年

度の A 型、BL 型、BH 型地震の判別に加えて、同じパラメータを用いて N 型地震の判別

が可能になれば、より効率的な地震種別の判定方法が開発できると期待でされる。今

後は、観測点ごとに特徴量の現れ方が異なることも考慮に入れて、精度の高い地震種

別の判別方法を自動的に見つけ出すアルゴリズムの開発を目指す予定である。 
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(c) 

(b) 

(a) 

図 61. 観測点での振幅と全観測点・成分で平均した周波数指数（周波数帯域 4～8Hz と

10～16Hz の振幅比）の分布。(a)雄山南観測点低周波帯域の振幅を基準。(b)同観測点

の高周波域振幅を基準。（c）阿古観測点の高周波域振幅を基準。青：A 型地震（244 イ

ベント）、緑：BH 型地震（218 イベント）、赤：BL 型地震（491 イベント）。 
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d)遠隔熱情報解析システムの開発 

本年度は、遠隔熱情報解析システムの実践的な運用を行いつつ装置の改良を進めた。

その結果、従来までは測定や採取するこがほぼ不可能であったデータについても、研

究者自身で観測することが可能となった。これにより、火山活動で危険になった地域

に近づくことなく、火口温度測定および水・ガス試料の分析を行い、熱学的な観測情

報を行政機関へ提供できた。以下に、4 つの内容に大別して報告する。 

 

i）草津白根火山での観察飛行と行政機関への情報提供 

火山活動の変化に対応して 2019 年度は 9 回にわたりドローンを飛行させ、同火山

の活動中心である湯釜火口湖面を高解像度カメラで撮影した（図 62）。その結果、2019

年 6 月 30 日の火山性微動に対応して、湖面が黒灰色に変色する現象を確認した。画像

資料を気象庁火山噴火予知連絡会へ提供したほか、草津町に対しては湖水分析結果と

ともに解説を行った。 

ⅱ）草津白根火山・湯釜火口湖からの採水作業高度化 

昨年までに開発してきたドローンを用いた火口湖からの遠隔採水技術 48)をさらに高

度化し、任意の場所・深度からの採水を可能とした。本手法は、遠隔操作可能なドロー

 

図 62. 2019 年に実施した草津白根火山湯釜火口湖の定点空撮画像の遷移。火山性微動発生直後の

2019 年 7 月 1 日と 2 日に黒灰色変色域を認識した（上段中・右）。 



 

215 
 

ン用ウインチ（NSi 真岡社製）を用いることで実現したもので、i)で述べた変色水域、

あるいは湖底熱水湧出孔近傍からの水試料採取を繰り返し実施した（図 63）。 

分析の結果、従来からの湖岸定点で人手により採取されてきた試料とは異なる組成

比を有する試料をドローンによって得られたことを確認した。数値計算から予測され

る火口湖組成の時間変化と比較した結果は、湖底熱活動の変化を、従来よりも敏感か

つ早期に捉えられる可能性を示唆するものであった 49)。 

ⅲ）室内実験に基づくドローン搭載ガス観測装置の制作 

ドローンによる噴煙観測では、限られた短い時間で測定する必要がある 50)。このよ

うな測定を安価なシステムでの実現を目指し、室内実験を行った。その結果、風速 1.5 

m/s の送風を行うことで各センサの応答時間を揃え、従来まで想定された濃度値の不

確定を 120 ％から約 30 %へと大きく減少できた（図 64）。以上の仕組みをパッケージ

化することで、ドローンによるガス組成比測定をより正確に実施できるようになった。 

 

 
図 63. (a) 草津白根火山湯釜火口湖の湖底湧出孔付近、水深 20m からの採水。(b) 定点採水とドロ

ーン採水の比較。定点で SO4/Cl 比が長期的に上昇するよりも前に、ドローン採水では高い SO4/Cl

比が検出された。 

 

 
図 64. H2O と CO2 濃度比の測定。H2O と CO2 濃度を同時測定し、同時刻における両ガスの濃度を表示

したもの。センサ応答時間が一致しているとき、その直線的関係に基づき濃度比を見積もることが

できる。（左）送風のない状態。（右）送風を与えた場合。 
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ⅳ）伊豆大島三原山火口での火山ガス観測 

三原山火口底内の主噴気を 2019年 6月 4日にドローンを用いて観測した（図 65(a)）。

同火口は、ほぼ垂直な火口壁に囲まれているうえ、噴気が小規模であることが観測を

困難としている（図 65(b)）。本観測では、ⅲ）で述べたウインチの実用実験として、

火口近傍からドローンを離陸させ、ウインチを用いてセンサを降下させた。測定の結

果、主噴気の H2O/CO2 比を初めて測定することができた（図 65(c)）。組成比は、三原

山火口外で最も優勢な剣が峰噴気（Ke）の組成比に近く、三原山周辺の熱水系につい

て重要な示唆が得られた（図 65(d)）。伊豆大島火山の活発化時には、さらに遠方のカ

ルデラ壁に位置する御神火茶屋などから同様の観測を実施することも可能であり、活

動活発化時でのドローンを用いた安全な火山ガス採取の実現に目途が立った。 

 

図 65. (a) 離陸の様子。三原新山展望台付近。(b) 飛行経路。青は火山ガスが計測された領域。(c)

ドローン相対高度、見積もられた組成比、および処理前の測定 CO2 濃度値。ピーク 1、2、4 および 7

は目に見えないが火口内に滞留している噴気ガス。オレンジハッチはウインチ降下中に対応する。

(d) H2O/CO2 組成比の空間分布。 
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e)地震波動場連続解析システムの開発 

地震波動場連続解析システムは、火山周辺の地震波動場を連続解析し火山体内部の

状態変化を評価するために地震波干渉法解析51)52)、地震波逆伝播解析53)54)など複数の

解析手法を組み合わせたものである。 

令和元年度は、これまで検討を進めてきた地震波干渉法解析・地震波逆伝播解析に

ついて計算効率の改善及び解析パラメータのチューニングを引き続き進めるとともに、

平成30年度に試作した地震波干渉法解析結果表示ソフトウェアの改良及び機能強化を

行った。また、地震波逆伝播解析部のGUIについての検討を行い、MATLABを用いたGUI

プロトタイプの試作を行った。さらに、地震波動場連続解析システムを安定的に運用

するために必要となるデータ伝送安定化に向けた通信・電源システムの運用試験を引

き続き実施するとともに、本プロジェクトで取得した観測データ等を用いた連続解析

の試行を進めた。 

地震波干渉法解析については、観測点からリアルタイムに送られてくる連続波形デ

ータを準リアルタイムに処理し、解析結果をデータベースに格納を行っている。今年

度も全国地震観測データ流通ネットワークJDXnetにリアルタイム配信されている活火

山周辺の地震観測データについて地震波干渉法解析結果の蓄積を継続し、解析プログ

ラムの動作安定性を確認することができた。これらの解析結果から火山帯内部状態の

変化を抽出するために開発中の地震波干渉法解析結果表示ソフトウェアの概要を図64

に示す。本表示ソフトウェアでは、解析結果を格納したMySQLデータベースから、表示

する観測点ペアや解析条件を画面上で指定し、解析結果を表示することを効率的に行

うことができる。なお、本表示ソフトウェアはJavaで作られているため、Windowsや

Linux等のOSで稼働するクライアントとして実行可能である。今年度は、平成30年度に

実装した解析結果表示機能の改良に加え、ユーザが選択した基準期間の相互相関関数

の平均に対する全解析期間の解析結果の差分を表示する機能などを実装し機能強化を

図 66. 地震波干渉法解析結果表示ソフトウェアの概要。本表示ソフトウェア

では、解析結果を格納したデータベースから、表示する観測点ペアや解析条件

を画面上で指定し、解析結果を効率的に表示することができる。 
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行った（図67）。これにより、火山内部状態変化による地震波速度変化等を多量の解

析結果のなかから効率的に確認・可視化することが可能になった。 

本プロジェクトで検証実験を進めてきた携帯電話回線を用いたデータ通信システム

については、蔵王火山・吾妻山での機動地震観測点で検証を進めるとともに、本プロ

ジェクトにおける本白根山緊急観測で展開した観測点の一部において引き続き活用し、

長期安定性の確認を行った。展開した臨時地震観測点のうち、KSI観測点及びKSKN観測

点では、太陽電池２枚のみで収録機器・通信機器への給電を行っているが、2018年の

設置以来現在まで冬季の積雪期も含めて収録・リアルタイムデータ伝送ともに稼働し

ており、長期の動作安定性に大きな問題がないことが確認できた。 

 

図 67. 地震波干渉法解析結果表示ソフトウェアの機能強化の概要。火山帯内部状

態の変化に伴う地震波速度変化を多量の解析結果のなかから効率的に確認・可視

化するために、解析結果（相互相関関数）の基準期間との差分表示・比較表示等の

機能を実装した。 



 

219 
 

3)プログラムの総合推進 

a)課題 B「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題のサブテーマ代表者会議を令和 2 年 1 月 10 日 13 時～15 時に開催し、各サブ

テーマの進行状況に関する情報交換をおこなった。火山人材育成コンソーシアムの修

了生を研究プロジェクトで雇用することが推奨されていることから、来年度も人材育

成コンソーシアムから RA の雇用の要請があった。この研究プロジェクトでは、人材育

成コンソーシアムとの連携が重要視されていることから、サブテーマの枠を越えて課

題 B 全体で、RA の雇用を支えることを確認した。 

本課題の社会への利活用を目指し、課題 B の４つのサブテーマのこれまでの成果を

第 145 回火山噴火予知連絡会、第１部火山活動懇談会で紹介し、火山監視にあたる気

象庁職員と意見交換を行った。 

 

b)サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

「火山内部構造・状態把握技術の開発推進会議」を令和 2 年１月 24 日に開催し、代

表機関、参加機関、協力機関が出席し、今後協力して実施する機動的な観測及び電磁

気構造探査の具体的な実施内容を検討した。特に、プロジェクトの中間評価の結果を

踏まえ、今後の方針について協議した。総合協議会からのコメントにあった気象庁の

との連携強化を目指し、気象庁本庁や管区気象台から多数の参加者があり、情報交換

を行った。また、各種解析ツールの開発状況についての情報交換も行った。 

 

c)機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材の整備 

この課題で実施する機動的な広帯域地震観測に必要な以下の機材を整備した。 

 

MT 観測用インダクションコイル    ２セット（３成分×２） 

 

これまで購入した機器及び地震研究所の共同利用機器と併せて、本事業の推進に利

用した。 

 

  d)課題 A で取り組むデータ一元化への協力 

本事業の中で設置されているデータ利活用タスクフォース、及びその後継組織であ

るデータ利活用推進タスクフォースにサブテーマ代表者が参加し、具体的なデータ流

通の在り方について意見交換した。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

火山体内部構造・状態把握技術の高度化を目指し、三宅島と草津白根火山を中心に機

動観測を実施し、噴火切迫性評価に資することを念頭に置いた現時点の火山活動や地下

の構造調査を行った。また、令和 2 年度に機動観測を実施予定である蔵王火山において、

その準備を進めた。更に、平成 30 年度まで機動観測を継続していた霧島火山と箱根火山

において、機動観測で取得した観測データを解析し、噴火切迫性評価に資する情報の集

積を進めた。 

三宅島においては、地震機動観測を一層強化し、浅部で発生する地震活動の詳細の解

明に努めた。三宅島浅部で発生している地震は波形の特徴から A 型地震と B（BH 及び BL）

型地震に分けられ、それらの震源の分布は、海抜下約 1km を境にして、それ以浅は B 型

地震、それ以深は A 型地震と明瞭に分かれて分布している。更に、火口域に機動観測点

を増設したことにより A 型地震の震源を精度よく推定することができ、地震は火口南側

直下のみならず、火口から南西側に線状に延びる領域でも発生していることがわかった。

この火口の南西領域は、前回の 2000 年噴火の際にも色々な力源となっていることや、

GNSS データの再解析により 2015 年末から 2016 年半ばまでの山体膨張の加速時期の圧力

源にもなっていることがわかり、今後の噴火切迫性評価の際の鍵となる領域である可能

性が高いことがわかった。また、平成 24（2012）年に実施した MT 探査の再解析を進め、

先に述べた A 型地震と B 型地震の分布境界である海抜下１km で地下比抵抗構造が急変し

ていることがわかった。令和元年度には、再度 MT 探査を実施した。今後はこのデータを

解析し、2012 年時点の地下比抵抗構造と現在のそれとの時間変化を知り、噴火切迫性評

価に活かすことや、比抵抗構造の境界と発生する地震種別の違いの原因について解明す

ることが今後の課題である。 

草津白根火山においては、大規模な MT 探査を実施し、広域、かつ深部までの地下比抵

抗構造の推定に着手した。これまでの解析で、水蒸気噴火発生に重要な役割を果たす火

山流体の貯留層と考えられる低比抵抗域は、深くなるにつれ草津白根火山湯釜付近から

北方へ延び深さ 8 ㎞では長野県の志賀火山付近の地下まで広がっていることが明らかに

なった。これまで草津白根火山については、深部構造がわからないため深部からの熱の

供給システムの理解が不足し、それが噴火切迫性評価を困難にしていた。今回の解析を

進めることで、深部のマグマ供給システムの理解が進み、どの地域の深部活動に注目す

べきかの情報が得られる可能性が高い。今後は、地下構造の推定精度を上げるため、令

和元年度で良質のデータが得られなかった領域で MT 観測を実施する。また、ここで得ら

れた構造と、地震や地殻変動との関連についても引き続き解析を進める予定である。 

蔵王火山では、令和２年度の実施予定の機動観測の準備を着々と進め、その実施計画

を立てた。霧島火山では、データを再解析し、2018 年４月の硫黄山（えびの高原）の水

蒸気噴火直前のデータから、興味ある現象を見つかり、今後はその解析を計画している。

箱根火山では、これまで推定した深さ約 10 ㎞程度までの地震波速度構造の推定範囲を

さらに深部にまで広げることを目的に、レシーバ関数を利用した速度構造の推定を計画

している。その実現可能性をいくつかの観測点で検証した。また、箱根火山 2019 年の活

動活発化の状況と 2015 年の水蒸気噴火時の状況の比較を行い、噴火切迫性評価の情報
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を整理した。 

噴火切迫性評価に有用な各種ツールの開発では、霧島火山での観測データを利用して

地震計アレイデータ解析システムの開発を進め、利用者からの意見を集約し、公開され

ているプロトタイプの改良を行った。今後も、利用者からの意見を参考に改善を行う予

定である。 
地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発では、比抵抗構造解析支援ツールのパッケ

ージ化を進め、関連研究者への提供を開始した。また、地下比抵抗構造の推定時の海域

地形の影響についての定量的な評価をすすめ、海域の地形は陸域の構造にはそれほど影

響がないことを明らかにした。地下比抵抗構造から火山内部状態の推定を目指すため、

地下の熱水流動シミュレーションと、弾性変形だけでなく温度や熱水の存在に大きく影

響を受ける孔隙弾性変形も取り込んだ解析システムの開発に取り組み、精度の高い水蒸

気噴火の切迫性評価を目指している。MT 探査から得られた地下比抵抗構造と透水率と

いう物理量の関連を明らかにするため、ボーリングの検層データとの比較を行い、いく

つかの興味深い結果を得た。比抵抗と透水率を結びつけるのは容易ではなく、更に多く

の地域でこのような比較が必要である。今後も、このような比較を継続して実施する。 

火山性地震活動総合解析システムの開発では、三宅島機動観測データを利用して、A 型

地震、B 型地震の判別を自動化する手法の開発に着手した。これまでいくつかの火山で

提唱されている周波数指標が、三宅島浅部で発生する地震でも有効であることを確認し

た。しかし、観測点により地震種別による周波数指標の違いの表れ方が異なるので、ど

の観測点にどれ位の重みをつかるか等の工夫が必要で、これを自動化する手法の開発を

今後目指す予定である。 

遠隔熱情報解析システムの開発では、本事業で導入したドローンを研究者自らが操作

して、実際の調査飛行を実施する体制を構築しつつある。実際、草津白根火山の湖水の

変化や伊豆大島の火口内での火山ガスの採取に成功し、実用的な段階に近づきつつある。

今後も搭載するセンサや治具等の開発を進める 

地震波動場連続解析システムの開発は、地震波干渉法解析・地震波逆伝播解析の計算

効率の改善及び解析パラメータのチューニングを進め、平成 30 年度に試作した解析結

果表示ソフトウェアの改良及び機能強化を行った。今後は、本プロジェクトで取得した

観測データ等を用いた連続解析の試行を進め、その有効性の検証を進める。 

本課題に属する４つのサブテーマの相互連携を図るため、昨年度に引き続きサブテー

マの代表者会議を開催した。サブテーマ間における具体的な協力体制について、今後も

協議を継続する。サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」を推進するため、

代表機関、参加機関、協力機関全体で協力して今後実施する機動的な観測及び電磁気構

造探査の具体的な実施内容を検討した。また、気象庁との連携、協力体制を確認した。

更に、各種解析ツールの開発状況についての情報交換も行った。この課題で今後必要と

される観測機材のうち令和元年度導入予定分については、計画どおり導入が終わった。

今後も、計画的に必要な観測機材の整備を行う。更に、火山観測データの共有化を目指

して、課題 A「火山データ一元化」の代表者等も参加する本事業のデータ利活用タスク

フォースを通じて意見交換を行った。 
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   なし 

 

2)ソフトウェア開発 

なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 
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（３）令和２年度業務計画案 

 

① 機動的な観測及び電磁気構造探査による高精度な火山内部構造・状態の把握 

ａ．草津白根火山における機動観測 

草津白根火山の本白根山において 2018 年１月に発生した噴火を踏まえ、2018 年度及

び 2019 年度に、新規に開始した地震観測および傾斜観測を継続する。草津白根火山の火

山活動は活発な状態で推移しており、観測点の大半を常時テレメーター化する等の観測

強化に努める。特に、深部圧力変動源が存在すると考えられている草津白根火山・長野

県側に地震観測点を設置し、震源分布を高精度に推定し、本白根山から志賀高原周辺を

含めた 10 km 程度の範囲の地震活動を明らかにする。 

電磁気観測については、地下比抵抗構造を推定するために、令和元年度に実施した 38

観測点のデータの解析を進めるとともに、その際に高品質のデータが取得できなかった

地域や観測密度の低い草津白根火山北側を中心に新たに 10 点程度で MT 観測を実施す

る。過去に取得したデータも併せて解析を行い、草津白根火山広域の深さ 10 km 程度ま

での 3 次元地下比抵抗構造の推定を行う。この解析作業補助ためにリサーチアシスタン

ト１名を雇用する。 

草津白根火山全体の地殻変動源の有無を探ることを目的として 2017 年度に整備した

GNSS 繰り返し観測網を用いて、GNSS キャンペーン観測を引き続き実施し、深部の地盤変

動源の有無を引き続き調べる。この GNSS 観測および解析、ならびに上記の地震・ＭＴ観

測の補助のために博士研究員１名を雇用する。 

 

ｂ．蔵王火山における機動観測 

2018 年１月 30 日に噴火警戒レベルが２に引き上げられた蔵王火山では、2012 年頃から深部

低周波地震の活動が高まり、その後しばしば火山性微動を観測するなど、中期的には着実に噴

火切迫性が高まっている。令和２年度は、令和元年度に選定した観測点において電磁気観

測を実施し、過去に蔵王火山周辺で取得したデータも併せて 3 次元地下比抵抗構造

の推定を行う。また、機動的な地震観測を実施して流体経路などの浅部熱水系構造の

情報を得る。前年度に火口湖である御釜の東側に設置した傾斜観測点を含む既設観

測網のデータ解析を進める。さらに、地盤の傾斜を伴う火山性微動現象の検知能力向

上のため、山頂周辺に新たに傾斜計観測点の新設を計画し、観測点候補地を選定する

作業等を実施する。 

既設の地震・傾斜観測点のデータ解析を進めつつ、既往研究による比抵抗構造等を

総合して切迫性評価に関する検討等を進めるために博士研究員 1 名を雇用する。 

  

ｃ．有珠火山における機動観測準備 

令和３～４年度に機動観測を計画している有珠火山では、2000 年噴火の際には噴火

の約半年前に、土壌拡散 CO2 フラックスが増加したことが報告されている。次の噴火に向けて

現状を把握し、今後の変化の検出の基準となるベースマップを得るために、機動観測を効率的

に実施する準備として、有珠火山の山頂火口原で土壌拡散 CO2 フラックスのマッピング
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観測を実施し、令和３年以降の機動観測の計画の詳細を再検討する。また、令和３年

度に展開予定の臨時地震観測と地盤変動観測については、できるだけ本年度中に観測点候補地

の選定や土地交渉を進める。 

 

ｄ．三宅島における機動観測 

平成 30 年度から広帯域地震観測を山腹の３地点で開始し、令和元年度には火口近

傍に臨時に短周期地震計を増設して、現在浅部で発生する地震活動の詳細を把握す

ることを進めた。この解析により地震活動が現在でも高いことがわかったので、広帯

域地震計については今年度も観測を継続する。これらの地震波形の読み取りを行う

技術支援職員を１名雇用する。 

火口を含む浅部の地下構造を調査するため、令和元年度に MT 観測による地下比抵

抗構造探査を実施した。このデータを処理・解析を進め、平成 24 年に実施した MT 観

測による結果と比較して地下構造の時間変化を検討する。そのため、博士研究員を１

名雇用する。状況に応じて無人ヘリコプターによる空中磁気測量や島内の電位差分

布測定を行う。 

 

ｅ．霧島火山における機動観測 

霧島火山は現在も活発な状態にあることから、硫黄山周辺において地震（アレイ地

震計・広帯域地震計）・空振、地殻変動（水準測量・傾斜変動・GNSS 測量）、電磁気

（全磁力・広帯域 MT）などの諸観測を継続する。これらの観測データの解析により、

えびの高原（硫黄山）周辺の地震・微動活動や浅部地殻圧力源と比抵抗構造の時間・

空間変化を検出して、噴火発生場の構造・物性モデルの高度化をはかる。2018 年 4 月

19 日に発生した水蒸気噴火前後の地殻変動と空振を解析し、水蒸気噴火前後の流体

の移動を推定する。これらに基づき、えびの高原（硫黄山）の火山噴火切迫度評価を

試みる。  

  

ｆ．箱根火山における機動観測 

平成 30 年度までに実施した機動観測点のデータを用いて得られた地震波速度構造モ

デルを元にし、岩石・鉱物学的知見や火山ガスなどの地球化学的知見を考慮しながら、

箱根火山の熱水系・マグマ供給系についての検討を行う。また、より深部の構造につい

て、定常観測点および機動観測点のデータを用いてレシーバ関数解析を実施し、より深

部にあると推定されるマグマ供給源のイメージングを試みる。更に、S 波スプリッティ

ング解析により、箱根火山の異方性構造を推定し、深部から浅部へガスや熱水を供給す

る亀裂系について考察する、そのため、追加の機動観測を行う。 

   

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生した

場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・リーダ

ーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、前記の機動観測につい

て、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを可能とする。 
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②火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

ａ．地震計アレイデータ解析システム 

平成 28 年度から地震計アレイデータ解析システムのプロトタイプの開発を行い、霧

島火山での試験観測を通して、システムの改良を行ってきた。今後は、開発したソフト

ウェアの活用を図り、機動的火山観測への適用実績を蓄積する。そのうえでソフトウェ

アの更なる改善を検討する。 

 

ｂ．地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

前年度にパッケージ化して本事業研究者及びその周辺の関係者に配布した前処理支

援ツールについて、不具合の修正や機能拡張を行う。四面体メッシュを用いた解析ツー

ル群についても、本事業で取得を進めている草津白根火山周辺のМＴデータの解析を通

してパッケージ化を進める。東京工業大学で雇用するリサーチアシスタント１名がこの

作業を補助する。 

将来の火山活動推移予測や噴火切迫性の評価に役立てることを念頭に、流動シミュレ

ーションの出力である温度圧力場から、地盤変動や地磁気変化など地表から観測可能な

量を計算するスキームを構築し、実際のフィールドへの適用も試みる。 

比抵抗と浸透率の定量的・経験的関係を抽出するために、過去に行われた地熱ボーリ

ングの公表済み報告書等から情報を読み取り整理する。この作業のために北海道大学で

リサーチアシスタントを 1 名雇用する。 

 

ｃ．火山性地震活動総合解析システムの開発 

火山性地震や微動の活動度を自動的に評価するためのシステムを構築するため、波形

の特徴の違いに注目して火山性地震、火山性微動を区別して検出する手法の開発を引き

続き行う。具体的には、少数のパラメータで波形の特徴を自動的に高速で抽出するアル

ゴリズムの作成に引き続き取り組む。噴火前後では地震や微動が頻発するので、このよ

うな状況の観測データを用いて動作試験を行い、アルゴリズムの妥当性を検証して改良

を加える。特に火山性微動の発生時には判別が難しくなることから、その判定法の改良

に努める。 

 

ｄ．遠隔熱情報解析システムの開発 

火山研究者が主体的に運用する無人機（ドローン）を利用した観測手法の開発を引き

続き進める。火山ガス組成比測定を草津白根火山で繰り返し実施し、観測のための技術

的課題と安全管理などの諸問題を整理する。また、地上により採取された噴気ガスの組

成比との比較を行い、ドローンで得られた観測データの妥当性評価を行うほか、噴気ガ

スの移流に伴う噴気自身の組成変化の程度を検討する。あわせて、熱情報解析に必要な

諸パラメータを得るために、湖水採取や地表面温度測定などの繰り返し多項目観測を試

みる。 
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活発な火山活動により研究者が観測地点への立ち入りが安全上制限される場合には、

現地に設置した観測機器からのデータ回収が大きな問題になる。これまで課題 B2-1「火

山観測に必要な観測技術の開発‐空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置

の開発」において、GNSS 等の観測装置からドローン等を用いてデータ回収するシステム

を開発し、ほぼ完成の域に達している。しかし、その実証試験を行う必要があることか

ら、霧島硫黄山または草津白根火山島で実証試験を行う。 

 

ｅ．地震波動場連続解析システムの開発 

火山周辺の地震波動場を連続解析し火山内部の状態変化を評価するためのアルゴリ

ズムの検証・プロトタイプの作成を行う。今年度は、平成 29 年度に実装を開始した地震

波干渉法解析の GUI の改良を行うとともに、本プロジェクト等で取得した観測データへ

の適用や動作テストを実施する。本システムを構成する解析アルゴリズムについて改良

をすすめる。これらの業務補助のため、リサーチアシスタント１名を雇用する。 

 

③プログラムの総合推進 

ａ. 課題「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題の各サ

ブテーマの責任者を集めた会議を引き続き開催する。そこで、各サブテーマの研究の進

捗状況に関する情報交換と協力体制の構築を行う。 

 

ｂ．サブテーマ「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

本サブテーマの課題責任機関、参加機関、協力機関が参集する「火山内部構造・状態

把握技術の開発推進委員会」を開催し、本サブテーマの実施状況を確認するとともに、

具体的な今後の実施計画について検討する。また、各種解析ツールの開発状況について

の情報交換も行う。この際、火山防災業務に責任を持つ気象庁との連携をはかるため、

推進委員会に気象庁職員に出席してもらい、情報の共有を図る。更に、解析結果（比抵

抗分布、速度構造など）を課題Ａ「データ一元化」課題に受け渡す方法等について協議

する。 

 

ｃ．機動的な観測に利用する観測機材の整備 

2020 年実施予定の蔵王火山機動観測で利用する広帯域計を購入する。蔵王火山では、

これとこれまでに購入した機材を併せて利用して本事業を実施する。 

2021 年実施予定の有珠火山機動観測では、本年度はその準備として山体のいくつかの

場所で土壌から噴出する火山ガスの分布を測定する。そのため、土壌ガス流量計を購入

する。なお、この機器は、他の火山でも今後随時利用する予定である。 

機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材は、次年度以降も事業の予定を考

慮して、本事業の業務の実施に支障のないように計画的に整備する。 

 

ｄ．課題Ａで取り組むデータ一元化への協力 
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本課題で得られた観測データを課題Ａで進めるデータ一元化へ円滑に進めるため、課

題Ａで設置する具体的な方策を検討するワーキング・グループに参加して、課題Ａの活

動に協力する。その際、既存観測点の観測データについても議論が進むように協力する。 
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